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はじめに

本報告書は、経済産業省資源エネルギー庁殿からの委託事業として株式会社三菱総合研究所が実施した「令和5年度原子力
の利用状況等に関する調査（国内外における原子力政策・産業動向調査等）」の調査成果をまとめたものである。

本事業では、国内および諸外国・地域における原子力政策に係る議論の動向等を幅広く情報収集・分析することを通じて、我
が国の原子力政策の立案・発信に資することを目的としており、以下の実施項目について本報告書にとりまとめた。

(1) 震災後の国内原子力産業に関する調査・分析
① 国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査
② 部品・素材の供給途絶対策
③ サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組

(2) 諸外国および原子力関係国際機関における政策動向調査
① 各国における原子力発電関係動向の収集・共有（随時提供した情報）

✓ 諸外国の原子力関連機関、関連事業者等の公開情報を収集し、経済産業省資源エネルギー庁殿へ、メールを用
いて即時的な情報として提供したもの。

② 各国における原子力政策などについての基本情報の調査（国別プロファイル）
✓ 調査対象国・地域の原子力動向をより良く把握できるようにするために、各国の基本情報、エネルギー政策・計

画、原子力政策・計画、原子力関連動向等の情報をとりまとめた国別プロファイル。
③ 海外における原子力政策等動向に関する資料の取りまとめ等（重要動向として提供した情報）

✓ 上記①のうち、詳細な検討が必要な案件について、背景情報なども踏まえた重要情報として情報提供したもの。
（参考情報や経緯等、必要とされる範囲で整理・提供した情報を含む。）

④ 原子力関係国際機関における議論の動向に関する調査
✓ 経済産業省資源エネルギー庁殿ご担当課からの依頼に応じて原子力関係国際機関が発行したレポートの概要

を取りまとめたもの。

(3) 日本の原子力政策・産業動向の発信支援
✓ 経済産業省資源エネルギー庁殿ご担当課からの依頼に応じて日本の原子力政策や国内の産業動向について対外発

信に使用する資料の作成を行ったもの。
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（１）震災後の国内原子力産業に関する調査・分析
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（１）震災後の国内原子力産業に関する調査・分析

震災後の国内原子力産業に関する調査・分析として、①～③の3項目について、以下に示すそれぞれの
項目について、調査・分析した内容を取りまとめた。
調査内容詳細について、別添1「震災後の国内原子力産業に関する調査・分析」を参照。

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査

➢ 脱炭素への貢献

➢ 国内の産業動向・人材育成調査

➢ 原子力産業・SCによる国内経済への裨益

➢ 原子力を国内SCで保持する経済面以外の裨益

➢ 原子力産業の国産化

➢ 世界の原子力市場の見通し

➢ 諸外国の産業動向・人材育成調査

➢ GX等で対象となる他産業の市場規模推移とサプライ

チェーン調査

②部品・素材の供給途絶対策

➢ SC喪失による影響

※③に共通する事項は③にも含めている。

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組

➢ 国内の技術者教育の取り組み

➢ 他産業での技術・人材の維持・強化の取組

➢ 他産業での人材数算出の取組

➢ 国内でのものづくり人材育成の新たな取組

➢ 諸外国での技術・人材の維持・強化の取組

➢ 日本国内の人材育成体制改善案の検討

（１）震災後の国内原子力産業に関する調査・分析
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（2）諸外国および原子力関係国際機関における政

策動向調査
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①各国における原子力発電関係動向の収集・共有

原子力発電およびこれに関係する気候変動対策・エネルギー政策に係る海外報道や海外政府・民間企業
等による発表について逐次情報収集を行い、以下の方法にて、情報提供を行った。

◼ 海外報道や海外政府・民間企業等による発表の取りまとめ、配信
➢ 原子力発電およびこれに関係する気候変動対策・エネルギー政策に係る海外報道や海外政府・民

間企業等による発表について、毎週3回とりまとめ、メールにて配信を行った。
✓ 各国における原子力発電所の新設計画、建設状況等
✓ 原子力政策の変更等
✓ 革新炉等の開発状況、プロジェクト状況等
✓ 各国の原子力規制動向等

◼ 米政府及び議会、現地有識者に関する提供情報
➢ 日本における原子力政策立案の参考とすべく、特に、米国の原子力・エネルギー関連動向につい

て動きがあった際に、不定期に、同国原子力・エネルギー政策に精通するシンクタンクから、米政
府及び議会、現地有識者に関する提供情報を行った。（年間60本程度）
✓ 連邦政府の原子力関連予算等
✓ 連邦政府の原子力関連政策等
✓ 州政府の原子力支援策等

（2）諸外国および原子力関係国際機関における政策動向調査
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②各国における原子力政策などについての基本情報の調査

（2）諸外国および原子力関係国際機関における政策動向調査

調査対象国・地域の原子力動向をより良く把握できるようにするために、各国の基本情報、エネルギー
政策・計画、原子力政策・計画、原子力関連動向等の情報を、国別プロファイルとして取りまとめた。

なお、重点6カ国（米国、英国、仏国、カナダ、中国、韓国）については、ポイントをそれぞれ1枚に総括した
資料及び調査対象国における各国の基本情報、エネルギー政策・計画、原子力政策・計画、原子力関連動
向等（輸出戦略、サプライヤ動向、等を含む）を整理した。

※これらの調査内容について、詳細は別添2「国別プロファイル 2024年３月」を参照。
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③海外における原子力政策等動向に関する資料の取りまとめ等

（2）諸外国および原子力関係国際機関における政策動向調査

海外における原子力政策等動向に関する問い合わせに対して、情報収集及び資料の取りまとめを行った。
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④原子力関係国際機関における議論の動向に関する調査

（2）諸外国および原子力関係国際機関における政策動向調査

本項目について、経済産業省資源エネルギー庁殿ご担当課からの依頼はなかった。
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(3)日本の原子力政策・産業動向の発信支援
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(3)日本の原子力政策・産業動向の発信支援

本項目は、経済産業省資源エネルギー庁殿ご担当課からの依頼に応じて日本の原子力政策や国内の産
業動向について対外発信に使用する資料の作成を行うものであるが、ご担当課からの依頼はなかった。

(3)日本の原子力政策・産業動向の発信支援





令和6年3月29日

別添1「震災後の国内原子力産業に関する調査・分析」

令和5年度原子力の利用状況等に関する調査
（国内外における原子力政策・産業動向調査等）
調査報告書
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8. GX等で対象となる他産業の市場規模推移とサプライチェーン調査
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出所：令和３年度版原子力白書「特集 2050 年カーボンニュートラル及び経済成長の実現に向けた原子力利用 」

今後の脱炭素への貢献

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー脱炭素への貢献

⚫ 原子力発電はライフサイクルを通じた温室効果ガス排出量が少ない電源である。

◼原子力発電におけるライフサイクル温室
 効果ガス排出量は12gCO2e/kWh※

◼太陽光発電（41～48gCO2e/kWh）より
も低く、洋上風力発電（12gCO2e/kWh）
に匹敵する低さ

※使用電力量当たりの温室効果ガス排出量を二酸化炭素相当量に換算した値を示す単位

◼特に原子力発電は石炭火力発電と比べる
と温室効果ガス排出量が極めて低く、石
炭火力からのリプレイス等を行う価値は高
いといえる。
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出所：関西電力、原発の長期連続運転を検討 利用率向上を目指す、2023年11月15日、https : //www.n ikke i .com/art ic le/DGXZQOUF157CK0V11C23A1000000/

今後の脱炭素への貢献

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー脱炭素への貢献

⚫ 高い設備利用率での運用が可能であり、安定供給が見込める。

⚫ 米国では高い設備利用率を達成している。今後、他の電源の設備利用率などと比較し、より安定供

給のできるベースロード電源としての活用が見込まれる。
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⚫ 三菱重工SRZを導入することで再生可能エネルギーとの共存および水素製造が期待される。

⚫ 再生可能エネルギーの拡大に伴う電力系統不安定化や、低負荷期の余剰電力発生という課題に、

カーボンフリー電源である原子力で対応を行っていく。

⚫ 一日単位の電力需要変化に合わせた出力調整運転である「日負荷追従運転」に対応する。

⚫ 秒～分単位の比較的小幅な電力需要変化に合わせ、プラント出力を調整（約±5％）する「周波数制

御運転」に対応する。

国内先進炉の導入

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー脱炭素への貢献
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出所）九電グループ「 カーボンニュートラルビジョン2050 」、2021年4月28日

国内先進炉の導入

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー脱炭素への貢献

⚫ 高温・高速炉を導入した際の脱炭素への貢献は水素製造および熱利用が挙げられる。

水素製造
◼約220MWtの熱で時間当たり12 万N㎥/hr（年間９

億 N㎥以上）の水素製造量を目指している。さらに、
2050 年以降に向けて高温水蒸気電解法や IS 法等、
カーボンフリー水素製造方法の実用化を想定

熱利用
◼熱を用いた工業利用という側面でも脱炭素への貢献

が期待される。
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出 所 ） X- e n e r g y 社 H P 、 2 0 2 4 年 3 月 閲 覧 、 h t t p s : / / x - e n e r g y . c om / m e d i a / n e w s - r e l e a s e s / d ow - a n d - x - e n e r g y - t o - d r i v e - c a r b on - e m i s s i on s - r e d u c t i on s - t h r ou g h -

d e p l oym e n t - of - a d v a n c e d - s m a l l - m o d u l a r - n u c l e a r - p ow e r

先進炉導入に関する海外事例①ー化学産業の活用ー

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー脱炭素への貢献

⚫ 米国において民間企業による先進炉導入事例が増加しつつある。

ダウ社高温ガス炉導入プロジェクト概要

➢ プラスチックや人口化合物のシリコン、産業用中間代謝産
物といった素材製品分野の製造を行う

➢ 世界31か国104地点に製造工場をもつ

➢ ダウ社は2050年までに温室効果ガスの排出量実質０を
目指している

ダウ社概要

➢ ダウ社が所有するシードリフト製造サイトに、X-エナジー
社の高温ガス炉を導入し、クリーンで安全性の高いベース
ロード用電源を用いた製造を行う

➢ 各原子炉は80MW/基のユニットとして運転するよう設計
されており、 4基のプラントを導入し合計320MWの電
力を供給する供給源として最適化されている。

高温ガス炉導入概要

メリット ➢ 電力供給だけでなく、1モジュール当たりの熱出力が20万
kWほどあるため、高温高圧の蒸気を産業用にも使用する
ことができる

➢ 小型で少ない敷地面積で導入することができる

X-エナジー社 高温ガス炉
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出所）

(1)Conste l la t ion  S igns  Hour ly  Carbon -Free Energy  Match ing  Agreement  w ith  Microsof t  to  Support  a  C lean -Powered Data  Center ,  マイクロ

ソフト社 ,  June 29,  2023,( ht tps : //www.constel la t ionenergy .com/newsroom/2023/Constel la t ion -s igns-hour ly-carbon-free-energy-

match ing-agreement -with-Microsof t- to-support-a-c lean-powered-data-center .html )

(2) Hel ion  announces  wor ld’s  f i rs t  fus ion  energy  purchase agreement  w ith  Microsof t ,  Hel ion  Energy ,  May  10 ,  2023 ,  

h t tps : //www.hel ionenergy.com/art ic les/hel ion -announces-wor lds -f i rs t -fus ion-ppa-with-microsoft /  

先進炉導入に関する海外事例②ーIT企業の活用ー

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー脱炭素への貢献

⚫ マイクロソフト社をはじめとする、大規模な電力消費を要するデータセンター等を保有する企業で

の原子力由来の電力購入は脱炭素社会へ大きく貢献している。(1)

⚫ 米コンステレーション・エナジー社は6月29日、米マイクロソフト社がヴァージニア州に所有する

データセンターへ供給する電力を、最大35％原子力由来にする契約を締結

⚫ マイクロソフト社は本契約によって、同社が新たに購入する風力発電および太陽光発電を原子力発

電により補完

⚫ マイクロソフト社はコンステレーション・エナジー社が保有する単位時間ごとのカーボン・フリー・エ

ネルギー（CFE）マッチングプラットフォームを利用して電力使用実績を追跡可能

⚫ ヘリオン社及びマイクロソフトは世界初の核融合発電による電力購入契約を発表した。 (2)

⚫ ヘリオン社は2028年までに発電を開始することを目指しており、少なくとも50MWを供給する



Copyright © Mitsubishi Research Institute 9

出所）資源エネルギー庁、革新炉開発に関する検討の深堀りについて、令和 4年11月2日、

https : //www.met i .go . jp/sh ing ika i/enecho/denryoku gas/gensh i ryoku/kakush inro wg/pdf/006 03 00.pdf  

産業界との関連における国内の人材育成の取り組み

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー国内の産業動向・人材育成調査

⚫ 原子力人材育成ネットワークでは、産業界から必要な「人材スキル・ニーズ」を特定し、積極的に情報
発信し、若手技術者等の人材確保に注力する方針である。

⚫ 文部科学省では、ANEC（未来社会に向けた先進的原子力協力コンソーシアム）を活用し、今後産業
界の人材ニーズを踏まえ、経済産業省と文部科学省が連携し、教育機関・研究機関のカリキュラム・
講座開発を実施するなど、産学官の原子力人材育成体制を拡充していく方針である。
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経済効果・雇用数の比較に関する出所一覧

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー原子力産業・SCによる国内経済への裨益

【全体情報】
原子炉基数：IAEA、Power Reactor Information System、PRIS - Country Statistics (iaea.org)
サイクル施設：IAEA、Nuclear Fuel Cycle Facilities Databese、Nuclear Fuel Cycle Facilities (NFCIS) (iaea.org)
【アメリカ】
・経済効果：米国内複数のプラントの電力販売の売上高に基づき算出されている。
DOE, “Nuclear Energy Supply Chain Deep Dive Assessment(2022)”, https://www.energy.gov/sites/default/files/2022-
02/Nuclear%20Energy%20Supply%20Chain%20Report%20-%20Final.pdf
NEI, “Nuclear Energy’s Economic Benefits — Current and Future(2012)”, 
http://large.stanford.edu/courses/2018/ph241/may2/docs/nei-apr12.pdf
【イギリス】
・経済効果：原子力セクター（発電所、原子力機器等を提供する企業・組織）の粗付加価値（売上から原価等を引いたもの）。
Nuclear Industry Association and Oxford Economics – Activity Report (2017)
【フランス】
・経済効果：原子力セクター（原子力発電事業者と原子力サプライチェーン）の売上
Deloitte、Economic and Social Impact Report、2019年4月25日、https://www.foratom.org/downloads/nuclear-energy-
powering-the-economy-full-study/?wpdmdl=42758&refresh=5cc15b9cd1ec31556175772
フランス原子力学会、フランスの経済復興計画の一翼を担う原子力新規建設、2020年5月13日、https://www.jaif.or.jp/cms admin/wp-
content/uploads/2020/07/JP-SFEN-Nuclear-new-build.pdf
【韓国】
・経済効果：2019年の原子力産業の総売上高。発電事業者15.9兆ウォン、サプライヤー3.9兆ウォン、研究機関およびその他、8932億ウォン。
科学技術情報通信部、2019年度原子力産業実態調査、2021年4月、
https://www.msit.go.kr/bbs/view.do?sCode=user&nttSeqNo=3017379&pageIndex=&searchTxt=&searchOpt=ALL&bbs
SeqNo=65&mId=84&mPid=83
【カナダ】
・経済：原子力産業の粗付加価値
MZConsulting Inc., “BENEFITS OF NUCLEAR ENERGY FOR CANADIANS”, https://cna.ca/wp-
content/uploads/2019/11/MZ-Consulting-Benefits-of-Nuclear-Energy-for-Canadians.pdf
Canadian SMR Roadmap Steering Committee, “A Call to Action: A Canadian Roadmap for Small Modular Reactors”, 2018. 
https://smrroadmap.ca/wp-content/uploads/2018/11/SMRroadmap EN nov6 Web-1.pdf
【日本】
・経済効果：原子力関係支出高 （電気事業者）
JAIF, “原子力発電に係る産業動向調査 2021報告書” https://www.jaif.or.jp/cms admin/wp-
content/uploads/2021/11/sangyodoukou2021_report.pdf
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出所）Des ignat ion  of  NNB  Generat ion  Company  (SZC)  L imited  Des ignat ion  of  NNB Generat ion  Company (SZC)  L imited:  Secretary  of  

State 's  reasons  for  des ignat ion  (pub l ish ing .serv ice .gov.uk)

英国サイズウェルCでの情報

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー原子力を国内SCで保持する経済面以外の裨益

⚫ Designation of NNB Generation Company (SZC) Limitedでは非財務価値として

下記内容について言及されている。

⚫ 段落番号127番（p.26）

⚫ 【供給確保】最近の世界的な出来事は、エネルギー輸入が外国への不必要な依存につながる可能性

があることを強調している。原子力発電は、英国内で発電することによって、このような外国への

依存を減らすのに役立つ。また、原子力発電は天候に左右されないため、英国が輸入エネルギー  

(化石燃料と電力) に間接的にさらされることを緩和する重要な要素でもある。原子力が引き続き

エネルギーミックスにおいて重要な役割を果たすことを認めることは、エネルギー安全保障を改善

し、不安定な世界の化石燃料価格への曝露を減らすのに役立つ。

⚫ 段落番号128番（p.26）

⚫ 【原子力パイプラインの維持】上述したように、DDM分析では、サイズウェルCを追加した場合の費

用対効果を検証しているが、サイズウェルCの後にGW規模の原発を新たに建設することはないと

仮定している。しかし、サイズウェルCの建設はオプション価値を持つ可能性が高い。サイズウェル

Cの建設は、英国における原子力サプライチェーンの維持と強化に役立つ。これにより、将来の原

子力発電所のコストが削減され、サイズウェルC以降の将来の原子力プロジェクトを実施する英国

の能力が向上する可能性が高い。
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出所）石井  晋（独立行政法人経済産業研究所）、”原子力発電の効率化と産業政策 ―国産化と改良標準化―“ ,  2014. ,  

ht tps : //www.r iet i .go . jp/ jp/publ icat ions/dp/14j026.pdf

日本の原子力国産化の歴史（RIETI資料より国産化関連を抜粋整理）

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー原子力産業の国産化

• 1960年代、原子力発電所開発における、政府・電力会社・電機メーカの協力関係は極めて強固であり、原子力発電に対する産

業政策は、早期から、国産化の推進を強く念頭に置かれた。

• 初期に稼働する原子力発電所は、主契約は海外企業となり、主要機器が輸入され、国内電機メーカが下請けとして各種機器を

製作する等、技術を吸収しながらノウハウの吸収や人材育成を進めた。

• 技術的に国産化の見込みが十分でない中、日本開発銀行は1966年に「国産化融資制度」を創設した。国産化を進める理由はエ

ネルギー安全保障、国内経済への裨益、最先端技術育成の三つが挙げられた。

• 島根原発の建設は、初めて国内電機メーカが単独で主契約社となり、大きなチャンスとなった。

• 海外企業の技術提携では入手できない技術もあり、自主研究開発や製作経験で補完や改善が行われた。そのため、初期の敦賀

原発等では国産化率は55%程度だったが、島根原発では94%を達成した。

• 電力会社、電機メーカの双方が原子力発電機器の国産化を重視し、密接な共同研究を行ったことが、原子力技術の国産化を進

めたと考えられる。

• 1980年代、原子力機器の産業振興政策として、「原子力機器産業は高付加価値産業で高度な技術開発を要し、他産業への波

及効果が大きく、極めて重要な産業である。」とし、また、エネルギーの自立性を図るとともに、被曝に厳しく地震国である日本

の国情に応じたプラント建設のために国産化が必要とされた。

• さらに、核不拡散との関係のため、機器供給を海外に委ねるのは不安があり、機器供給の市場は海外企業によって支配される

独占的構造で、対抗するために」国産化が必要とされた。

• また、TMI事故による赤字を踏まえ、また、今後の高速増殖炉への展開も考慮し、機器産業が負担に耐えるための産業基盤の

確立が必要とされた。

• これらを理由に、日本開発銀行への低利融資や技術開発への助成装置を求めた。

⚫原子力発電所は国産化融資制度の創設や海外企業に頼らない技術開発・建設が進められたことで

国産化が進んだ。その後、エネルギーの自立、日本の国情を考慮したプラント建設、機器供給の海外

依存への不安等から国産化が必要とされた。
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出所）資源エネルギー庁 ,  第3回革新炉WG（令和4年7月1日）資料3,  2022年7月1日 ,

h t tps : //www.met i .go . jp/sh ing ika i/enecho/denryoku gas/gensh i ryoku/kakush inro wg/ index .html より三菱総合研究所にて一部加工  

革新炉型毎のグローバル市場獲得ポテンシャル

対象国 市場規模1 機器・部材例 備考

EPR
英、仏、東欧
（18基～） 250億～/基

大型鍛造品、ポンプ
蒸気発生器等

伝熱管、バルブ 等

◼ 仏英において、大型の革新軽水炉（EPR、EPR2）の建設の動
き。日本勢による受注確度が高い機器・部材もあり、仏国内の
生産能力次第では更なる市場拡大が見込める可能性。

AP1000
欧州

（数基～） 250億～/基 タービン、格納容器
大型鍛造品、ポンプ、バルブ等

◼ WECはAP1000について、グローバルで受注を目指す。

◼ 米ボーグルでは日本企業の実績あり、第三国展開においても
市場獲得の可能性。

高温ガス炉
英、ポーランド

（各1基） 400億～/基
制御棒駆動装置、炉内構造物

燃料交換機、大型鍛造品
バルブ等

◼ 英国実証炉やボーランド研究炉について、HTTRで実績を
もつJAEAと連携できる可能性。

◼ 自国調達目標が低く（英国は自国調達率50％を目標）、主要
な構成機器・部材について、受注の可能性。

高速炉
Natrium

米
（1基） 200億～/基 燃料交換機、制御棒計装

原子炉容器、バルブ等

◼ JAEA/もんじゅの経験を活かし、米テラパワー社と開発協力。
原子炉容･炉内構造物･Na冷却系統機器は、受注可能性。

◼ Buy American条項(自国調達率75％以上)には留意。

BWRX-300
カナダ、米等

（7基～） 100億～/基
原子炉容器部材
制御棒駆動機構

バルブ、炉内構造物等
◼ 日立GEやIHIは資本提携した上で、機器・部材への参画を

検討中。

◼ 米加ともに自国の産業振興の観点で自国調達率を重視。VOYGR
（NuScale）

米、ルーマニア等
（2基～） 100億～/基 格納容器、伝熱管、溶接材等

⚫ 革新軽水炉は海外市場で一定の競争力を有するサプライヤも存在する。

⚫ その他炉型についても、相手国のサプライチェーンの弱みを補完する形で初号機プロジェクトに参

画し、実績を積むことで、将来市場を獲得できる可能性がある。

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー世界の原子力市場の見通し

（注）1．ヒアリングで可能性があると評価された機器・部材の想定販売額を積み上げたもの。
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出 所 ）

1 . エ コ ロ ジ ー 移 行 ・ 国 土 結 束 省 、 エ ネル ギ ー 移 行 省 、 2 0 2 3 年 4 月 2 1 日 、 h t t p s : / / w w w . e c o l og i e . g ou v . f r / r e l a n c e - d u - n u c l e a i r e - a g n e s - p a n n i e r - r u n a c h e r - e t - r o l a n d - l e s c u r e -

r e c o i v e n t - r a p p or t - d u - g i f e n - 0

2 . エ コ ロ ジ ー 移 行 ・ 国 土 結 束 省 、 エ ネ ル ギ ー 移 行 省 、 2 0 2 3 年 6 月 9 日 、 h t t p s : / / w w w . e c o l og i e . g ou v . f r / r e l a n c e - d u - n u c l e a i r e - 1 0 0 - m i l l i on s - d e u r os - i n v e s t i s - d a n s - f o r m a t i on -

r e c h e r c h e - e t - l i n n ov a t i on - d a n s

原子力人材育成の取り組み概況

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ①仏国

⚫ 原子力職業大学およびMATCHプログラムを通して必要人材の見通しから実際のプロ
グラム実施まで一気通貫した原子力人材育成を行っている。

⚫ 原子力職業大学UMNの創立1

⚫ 原子力職業大学（UMN）は2021年4月に創設、CSFNによる支援により立ち上げ。この取り組みは、地域、地
域間、国レベルでの協力アプローチによって、特に重要度の高いスキルに関する原子力セクターの訓練システム
を強化することが目的である。

⚫ UMNは新しい訓練組織ではないが、複雑な原子力サプライチェーンをより理解しやすいものとし、実施する訓
練が分かりやすいものとするためのプラットフォームである。ウェブサイトを活用して各組織が作成した研修な
どを掲載している。

⚫ Pole Emploi（求職者のためのフランス政府機関）のような組織と協働することで、セクターが追加の手段を
講じられることが可能。

⚫ MATCHプログラムの策定2

⚫ 原子力業務を20セグメントに分類し、今後10年の間に各企業や組織が必要とする業務量および人材、さらに
は従業員の年齢および業界のトレンドを考慮した退職数から、必要な雇用数を算定。

⚫ 考慮範囲：GIFENに加盟する5つの原子力事業者（EDF、FRAMATOME、ORANO、CEAおよびANDRA）
の全活動

⚫ 需要予測と人材流動予測を比較し、全体ビジョンを作成。事業セグメントごとに特定されたギャップ、その規模、
緊急性に応じて、取るべきアクションのガイドラインを各セグメントに分け、提示。

※なお、 詳細は、「③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組」にて後述。
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出 所 ）

1 . F r a n c e  D i p l om a c y 「 フ ラ ン ス ・ ラ ン ス 復 興 計 画 」 h t t p s : / / w w w . d i p l om a t i e . g ou v . f r / e n / f r e n c h - f o r e i g n - p o l i c y / e c on o m i c - d i p l o m a c y - f o r e i g n - t r a d e / p r om ot i n g -

f r a n c e - s - a t t r a c t i v e n e s s / f r a n c e - r e l a n c e - r e c ov e r y - p l a n - b u i l d i n g - t h e - f r a n c e - of - 2 0 3 0 /  

2 . CS F N 「 原 子 力 セ クタ ー 」 h t t p s : / / w w w . j a i f . o r . j p / c m s _ a d m i n / w p - c on t e n t / u p l oa d s / 2 0 2 3 / 0 1 / 2 3 0 1 1 8 J - F r e n c h _ n u c l e a r _ s e c t o r _ - _ o r g a n i z a t i on _ -

s k i l l s d e v e l op m e n t j p n . p d f  

原子力人材育成に関する政府投資状況

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ①仏国

⚫ 原子炉新設計画を仏政府が打ち出したことにより、人材育成を含む政府投資が急加速で進んでいる。

⚫ France2030による投資1

⚫ フランス政府は2020年9月3日、「フランス・ルランス」復興計画を打ち出し、1000億ユーロの大規模
投資計画で企業支援、生産モデルの見直し、インフラ変革、教育訓練への投資を目的として、EUか
ら400億ユーロが提供。

⚫ 本投資は、「France 2030」プロジェクトから総額25億ユーロの人材育成への枠として投資する
資金からの拠出。

⚫ その中でも民間原子力プロジェクトにおける人材育成と技術革新の促進に今後10年間で1億ユー
ロ以上を提供すると明示。

⚫ 今後10年間で原子力業界において10万人の新規雇用が必要となる報告書が発出される等、積極
的な人材育成への投資を実施。

⚫ フランス国内建設計画(2022年2月、大統領は新たなエネルギー戦略を発表）2

⚫ 再生可能エネルギーの大量導入

⚫ 原子炉の寿命を運転から50年またはそれ以降まで延長

⚫ 2050年までに6基のEPR2を建設(さらに8基のEPR2の建設について検討)

⚫ SMR推進（EDFによるNUWARDプロジェクトに5億ユーロの支出、革新的原子炉の開発に5億
ユーロの支出）

⚫ EDFはGEスチームパワーのタービン建屋原子力事業とArabelleのタービンを購入予定
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⚫ 米国における現在の原子力サプライチェーンは、少数の
大型原子炉開発企業と、多数のサプライヤから構成
➢ サプライヤは米国内に700社以上
➢ 70,000人以上の直接雇用を創出

⚫ 恒久的な地元雇用の提供と平均賃金の高さにより、以
下の効果が計算されている
➢ 産業の経済効果400億ドル/年
➢ 連邦税、州税に120億ドル/年の貢献

⚫ NIC（原子力産業評議会）には80以上、NEI（原子力エ
ネルギー協会）には300以上の組織が加盟

⚫ 米WH社AP-1000等、国際的なサプライチェーンが構
築されている炉型も存在
➢ 韓国・日本・イタリア・スイス・ブラジル・カナダにサ

プライヤが存在
⚫ バイデン政権によるIRA（インフレ抑制法）においては、

民生用原子力発電クレジットプログラムが成立
➢ 発電量に応じたクレジット付与
➢ 4年度にわたり累計60億ドルの資金調達

⚫ 米国機械学会が認証する原子力規格（Nスタンプ）の新
規取得企業数は、一時期落ち込んだものの、2000年代
後半以降に回復

出所）https : / /www. ja if .or . jp/cms admin/wp -

content/uploads/2022/06/us supply cha ins

米国の原子力産業の動向(1/2)

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ②米国

⚫ 米国の原子力産業は、少数の大型炉開発・製造企業を中心に700社以上のサプライヤによって構

築されており、サプライヤによる規格取得数も安定している。

原子力産業の概況

出所）https://www.osti.gov/servlets/purl/1813661/

規格に係る動向
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⚫ 米エネルギー省（DOE）は2022年の調査にて、
原子力産業に関し以下の3点で多様化すると言
及
➢ 電力部門以外（熱、水素等）への発展
➢ サイズの多様化
➢ 異なる冷却材と燃料の使用

⚫ 米DOEの調査によると、米国原子力企業の弱み
として以下の3点が挙げられている
➢ 建設プロジェクトにおけるコスト超過、遅延
➢ 建設戦略、容量バランスへの関心の低さ
➢ 新規ビジネスモデルへの関心の低さ

⚫ 既存炉型に関する重要な課題として以下を提示
➢ ウラン、リチウムの輸入依存
➢ 鋼部材の安定した国内供給

① 財政的課題
➢ 高効率の天然ガスプラント、補助金を受けた再

生可能エネルギーの普及によるコスト面での競
争力低下

② ウラン輸入
➢ 国内鉱床からの採鉱が高コストであることより

輸入に依存、国内の転換・濃縮施設は少ない
③ HALEU燃料の確保
➢ 国内にHALEU燃料の供給可能な機関は未だな

く、露TENEXからの輸入が唯一の供給
④ 重要鉱物
➢ 軽水炉建設に必要なクロム、ニッケルは50%以

上を輸入に頼っている（南ア、インドネシア等）
⑤ 労働力の確保
➢ 熟練労働力の定年により、技能人材が不足して

いることが原子力製造コンソーシアムにて発表
⚫ その他
➢ サイバーセキュリティ等

出 所 ） h t t p s : / / w w w . os t i . g ov / s e r v l e t s / p u r l / 1 8 1 3 6 6 1 /

米国の原子力産業の動向(2/2)

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ②米国

⚫ 米国の原子力産業は、先進原子炉の展開に伴う多様化が見込まれる一方で、財政面や金属・燃料の

輸入等において脆弱性が見込まれる。

今後の原子力への見通し

出所）EERE Technical Report Template (energy.gov)

脆弱性への懸念
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出所）

エネルギー安全保障・ネットゼロ省（DESNZ） ,  “C iv i l  Nuc lear :  Roadmap to  2050”(2024) ,  

https : //assets .publ ish ing .serv ice.gov.uk/media/659fb2783308d200131fbe17/6 .8610 DESNZ Civ i l Nuc lear Roadmap report .pdf

英国原子力産業協会（NIA ） ,  “EDF LAUNCHES SECOND RETURNER PROGRAMME TO HELP  STEM PROFESSIONALS”  (2024) ,

https : //www.n iauk .o rg/edf - launches-second-returner -programme-to-help-stem-profess iona ls/

英国における新規建設停滞と人材問題

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ③英国

⚫ 現在建設中のヒンクリーポイントCは約30年ぶりの新設であり、新規建設が停滞していた間にサプ
ライチェーンが衰退した。

⚫ ヒンクリーポイントCプロジェクトでは64％（契約件数ベース）が英国に本社を置く企業からの調達
であるが、原子炉等の重要資機材は国外調達を行っている。

◼ 英国では原子力部門の民営化が進められるとともに、電力市場が自由化された結果、初期コストが大きい
原子力発電所の建設は敬遠され、1995年に運開したサイズウェルBが最後の運開

◼ 2008年に発表された「原子力白書」において原子力推進政策が明確になるものの、それ以降2024年1
月現在までに建設が決定したのはヒンクリーポイントC（EPR2基）のみ

◼ 新規建設が停滞した結果、英国内の原子力サプライチェーンは衰退し、ヒンクリーポイントCの主契約者、
エンジニアリング、原子炉系統提供者はいずれもフランス資本

◼ 業界団体である原子力技能戦略グループ（NSSG）は、2023年時点で軍事・民生合わせて約83,000人
が原子力分野に従事しているが、2043年までに15～18万人に増加する必要ありと試算

◼ ヒンクリーポイントCの所有者であるEDFエナジー社は、人材育成・確保に向けて以下の施策を実施

– 新たに3万人に研修機会を提供し、地元企業の参画を支援

– 2024年時点で1000人以上の実習生に訓練の機会を提供

– 溶接、電気、機械の3分野における新設を含めて、教育・研修・雇用に2,400万ポンド（約44億円）を投資

– キャリア中断している技術者の復職を支援する「STEMリターナーズプログラム」と提携し、フルタイム職員を募集
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出所） I fATE ,  “About  apprent icesh ips” （閲覧日：2024年3月26日） ,  h t tps : //www.apprent icesh ips .gov .uk/apprent ices/about -apprent icesh ips

NSSG,  “Nuc lear  Apprent icesh ip  Survey  2020 -21”  （閲覧日：2024年3月26日） ,  h t tps : //www.nssguk .com/wp -content/uploads/2023/10/nuclear -

apprent iceship-survey-2020-21-f ina l -1 .pdf

IfATE ,  “ L IST  OF APPRENTICESHIPS WITH TEMPORARY DISCRETIONS OR FLEXIBILITIES”  （閲覧日：2024年3月26日） ,  

h t tps : //www. inst i tuteforapprent icesh ips .o rg/cov id -19/recent-announcements/ l ist -of-s tandards-with-temporary -discret ions -or-

f lex ib i l i t ies/

英国徒弟制度による人材育成の寄与

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ③英国

⚫ 徒弟制度（Apprenticeship）は英国の産業全体で活用されている人材育成制度。

⚫ 実習生として期間雇用され、経験・実績を積みながら教育や正社員登用の機会を得ることが可能。

徒弟制度の概要

⚫ 給与を受けながらトレーニング（学校への通学や技能
の学習など）と実務経験を積むことで、実習生のスキ
ルアップ・キャリアアップを支援する制度

⚫ 通常の雇用と同様に、雇用主が募集し、採用を判断
⚫ 16歳以上のフルタイム学生以外が応募可能（学卒者

等がスキルアップのために活用することも可能）
⚫ 実習生は学生とは異なる位置づけで期間雇用（週30

時間以上のフルタイム実習生と、それ以下のパート実
習生の2種類が存在）

⚫ 労働時間の20％以上はトレーニングと規定
⚫ 英国内各地にトレーニング提供事業者が存在し、共通

的なトレーニングプログラムを提供
⚫ 研修期間を終了して認定を受けると、レベルに応じた

教育・学位と同等の資格を獲得
⚫ 雇用者に対しては政府から支援金が給付（財源は雇用

者が支払う徒弟制度税）

徒弟制度のレベル分け

⚫ 徒弟制度の認定機関であるIfATE（実習生・技術教育
研究所）が職務に必要な知識・技能・行動をレベル（2
～7の6段階）ごとに「スキル標準」として設定

⚫ 各雇用者がスキル標準に準拠して徒弟制度を実施
⚫ IfATEは原子力特化のスキル標準として、レベル2の

「原子力作業員」（ST0291）やレベル5の「原子力技術
者」（ST0380）など7種類を設定

レベル 要求事項 学位レベル

2 特定の業務に必要な基本的な知識と技能 中等教育終了（GCSE）

3 より専門的な知識とスキル 大学入学資格（A-Level）

4-5 より高度な専門スキル 短大相当終了（HND）

6-7 正式な学位の取得 学士・修士
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出所） I fATE ,  “SEARCH THE APPRENTICESHIPS”  （閲覧日：2024年3月26日） ,  h t tps : //www. inst i tuteforapprent icesh ips .o rg/apprent iceship -

standards/

徒弟制度と紐づいたスキル標準化

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ③英国

⚫ 徒弟制度では15の産業分野においてレベル2～7の6段階で様々なスキル標準を定義。

⚫ 原子力に特化したスキルから溶接等の汎用的なスキルまで幅広い範囲を含み、それらが学歴と紐

づいた共通的なレベルで表されるため、同一産業分野内では業界横断でスキル標準化が可能。

産業分野 スキル標準の例（レベル）

農業・環境・動物ケア 樹木専門家（4）

ビジネス・運営 サービスデザイナー（6）

ケアサービス 青少年支援員（3）

飲食提供・接客 上級シェフ（4）

建設・建造環境 家庭用電気技師（3）

クリエイティブ・デザイン 写真家（4）

デジタル データエンジニア（5）

教育 アカデミックプロフェッショナル（7）

エンジニアリング・製造 配管溶接技師（3）

美容・理容 美容師（2）

健康科学 歯科技工士（5）

法律・経済・会計 経理助手（2）

社会安全 火気安全アドバイザー（3）

販売・マーケティング・調達 市場調査員（4）

運輸・流通 港湾作業員（2）

レベル スキル標準の例

3 変電所整備士

3 バッテリー製造技能者

3 プロセス産業技能者

3 送配電技能者

7 インフラ設備管理士

3 高分子製造技能者

3 輸送冷凍設備技能者

7 ヒューマンファクター専門家

3 表面加工技能者

6 ロボティック技術者（大卒）

6 宇宙システム技術者

3 機械整備員

4 上級メンテナンス技能者

6 鉱業管理者

3 水道技能者

徒弟制度の産業分野区分 エンジニアリング・製造分野のスキル標準例
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出所） I fATE ,  “NUCLEAR OPERATIVE”  （閲覧日：2024年2月12日） ,  h t tps :/ /www. inst ituteforapprent iceships .org/apprent icesh ip -

standards/nuc lear -operat ive-v1-0

IfATE ,  “NUCLEAR TECHNICIAN”  （閲覧日：2024年2月12日） ,  h t tps : //www. inst ituteforapprent icesh ips .org/apprent icesh ip -standards/nuc lear -

techn ic ian-v1-0

【参考】原子力分野におけるスキル標準の例（抜粋）

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ③英国

原子力作業員（レベル2）

⚫ 原子力施設におけるプラント、システム、機器の現場操
作を担当

⚫ 標準実習期間24か月
⚫ 運転、廃止措置、その他作業に求められる実践的なス

キルの取得を目指す
⚫ コアスキル
➢ 規則や手順書の適用、遵守
➢ プラント機器の監視とデータの記録
➢ 機器の組み立てと解体
➢ 防護服を着用しての効率的な作業

⚫ コア知識
➢ 危険物の最小化、除去、移送に関する業務知識
➢ 安全性・セキュリティ
➢ 放射線の基本的原理と影響

⚫ 求められる行動
➢ 安全への強いコミット
➢ ステークホルダーに対する誠実さ、職業倫理
➢ 業務を通じて適切なリスクアセスメントとエラー

チェックを実施する品質意識
⚫ 要求資格
➢ 実習終了までに英語と数学でレベル2試験に合格

原子力技術者（レベル5）

⚫ 化学、機械、電気、制御・計装、エンジニアリング、運転、
廃止措置等の分野に従事

⚫ 標準実習期間42か月
⚫ 原子力施設の運転プロセスについて十分な技術的知

識を有し、幅広い技術的・化学的・工学的業務を実施で
きる能力の取得を目指す

⚫ コアスキル
➢ 健康、安全、放射線防護、環境保護、品質、セキュリ

ティ、リスク管理に関する責任を理解し、推進
➢ 数学的・工学的・科学的ツールの適切な駆使
➢ データを正確に取り扱い、指導の下で発表

⚫ コア知識
➢ 原子力技術に関連する工学の概念・理論
➢ 原子力発電所、廃止措置、廃棄物管理に必要とな

る科学・工学分野の知識
➢ 特定の原子力技術ツールの活用能力

⚫ 求められる行動
➢ 管理プロセスへの積極的な対応
➢ 原子力産業を代表する能力・行動

⚫ 要求資格
➢ 実習終了までに英語と数学でレベル2試験に合格
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徒弟制度による原子力人材の流動性

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ③英国

⚫ 英国の人材育成の根幹をなす徒弟制度では、62％が新規参入者、38％がリスキリング。

⚫ 2023年の民生原子力では約2500人の新規雇用があり、その内約80％が新規参入者。

⚫ 徒弟制度を通じたスキル標準化は、人材を原子力産業内に留めておく（産業界内での流動性を

高める）ことにも寄与。

徒弟制度における内訳 新規採用者における内訳

⚫ 2020年度は実習生の62％が新規参入者（中等教育
卒業者や他産業経験者）、38％がリスキリング
※調査は原子力部門労働人口の約40％を占める組
織からの回答に基づき、それらの組織が雇用する実習
生数は2669人

⚫ 2023年の民生原子力部門での新規採用者は2507
人（内485人が実習生としての採用、176人が新卒
学生、1846人が中途採用）であり、約50％が非原子
力分野出身者、約30％が徒弟制度からの採用。

出所） 関係者ヒアリング、NSSG,  “Nuc lear  Apprent iceship  Survey  2020 -21”（2021） ,  （閲覧日：2024年3月26日）

https : //nuc learsk i l l sdel iverygroup.com/wp -content/uploads/2023/10/nuc lear -apprent icesh ip-survey-2020-21-f inal -1 .pdf

NSSG,  “A  scenar io -based approach to  nuc lear  workforce p lann ing”(2023),  （閲覧日：2024年3月26日） ,

h t tps : //www.nssguk .com/wp-content/uploads/2023/12/Nuclear _Workforce _Data _Summary _20231206.pdf
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出所）報道・参考資料「大学と共に、エネルギー人材 2万名育成本格化（2023/6/29掲載）」、産業通商資源部、

https : //www.mot ie.go .kr/kor/art ic le/ATCL3f49a5a8c/167450/view 、2024年1月19日閲覧

出所）報道・参考資料「活力を取り戻した原子力エコシステム、未来へ再跳躍（ 2023/9/19掲載）」、産業通商資源、

https : //www.mot ie.go .kr/kor/art ic le/ATCL3f49a5a8c/167830/view 、2024年1月19日閲覧

出所）報道・参考資料「エネルギーの未来を拓く人材を探す（ 2023/11/1掲載）」、産業通商資源部、

https : //www.mot ie.go .kr/kor/art ic le/ATCL3f49a5a8c/168044/view 、2024年1月19日閲覧

韓国における人材育成関連の政府取り組み概況

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ④韓国

⚫ 産業通商資源部は、2030年まで原子力を含むエネルギー人材2万名育成を目標として、原子力エ

コシステム支援事業や博覧会等で人材育成、就職支援等を実施している。

⚫ エネルギー人材育成中長期戦略（2023/5/26）

– ①現場需要、②地域連携、③グローバル力量強化に焦点を当て、2030年まで重要人材2万名の育
成を目標に設定

⚫ 原子力エコシステム支援事業（2023年、89億ウォン）

– 原子力企業の能力強化、原子力産業人材育成、小型モジュール原子炉（SMR）産業エコシステム基
盤造成支援を実施

⚫ 2023エネルギー新産業投資・職業博覧会（2023/11/1）

– 原子力を含む様々なエネルギー企業が求職者のための様々な支援プログラムの運営、エネルギー
人材育成事業（融合大学院、イノベーションセンター等エネルギー技術人材育成：5年間（2018～
2022）で2,017憶ウォン支援）に関する表彰式等を実施
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出所）2021年度原子力産業実態調査、韓国原子力産業協会、 https : //www.ka if .or .k r/ko/?c=157 、2024年1月19日閲覧

韓国における原子力産業分野の人材概況

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ④韓国

⚫ 韓国原子力産業協会（KAIF）にて毎年「原子力産業実態調査」を実施しており、2021年現在、原

子力産業分野人材の推移はほぼ横ばいである。

⚫ 2021年現在、原子力産業分野の全体人数は35,104名で、前年比0.5％（172名）減少。

⚫ 勤続年数は5～10年（10,011名、28.5％）の割合が最も高い。

⚫ 年齢別は30代が11,107名（31.6％）、40代が9,935名（28.3％）、50代が7,870名
（22.4％）、20代が4,439名（12.6％）、60代以上が1,753名（5.0％）順にである。

⚫ 勤務条件別状況は、正社員が32,965名（93.9％）、非正社員が2,139名（6.1％）である。

⚫ 全体の中で「原子力発電所建設及び運営分野
（19,945名、56.8％）」の割合が最も高い。

⚫ 女性の割合が高い分野は、原子力支援及び管理
（23.6％）、原子力研究（13.9%）、原子力安全
（13.3%）、NDT及びその他（13.2％）、原子力
発電所建設及び運営（6.8％）順である。

⚫ 専門学士以上は30,164名（85.9％）である。
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出所）2021年度原子力産業実態調査、韓国原子力産業協会、https://www.kaif.or.kr/ko/?c=157、2024年1月19日閲覧

韓国における原子力産業分野の学生概況(1/2）

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ④韓国

⚫ 「原子力産業実態調査」によると、2022年現在、原子力関連の17大学の新入生・在学生数は前年

に比べてほぼ横ばいである。

※新入生統計調査は2015年から開始/2018年廃止された嶺南大の2015～2017数値を反映

⚫ 2022年現在、原子力関連の17大学（原子力工学科保有の8大学、原子力関連学科保有の
9大学）における人材状況は、在学生が2,229名で前年比3.0％（64名）増加した。

⚫ 2022年の原子力専攻の卒業生は合計571名で、前年比11.7％（76名）減少した。
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出所）2021年度原子力産業実態調査、韓国原子力産業協会、https://www.kaif.or.kr/ko/?c=157、2024年1月19日閲覧

韓国における原子力産業分野の学生概況（2/2）

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ④韓国

⚫ 「原子力産業実態調査」によると、2022年現在、原子力関連の17大学の卒業生の数はやや減少し

ており、学部卒業後は3割弱が就職した。

⚫ 2022年の原子力専攻卒業生571名のうち、就職は163名（28.5%）、進学は108名（18.9％）、

未就職・休学・兵役等のその他は300名（52.5％）である。

⚫ 2022年の教授陣状況は、合計217名（専任講師以上の教授が128名、その他89名）で、2021

年の199名に比べて9.0％増加した。在学生（2,229名）と教授（217名）の割合から、教授1人

当たり10名の学生を教えている。
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今後の原子力人材の需要及び展望

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ④韓国

⚫ 5年間（2022年～2026年）の原子力人材の需要と展望として、原子力人材の需要及び展望は

2,948名である。

主要分野 専攻 2022 2023 2024 ２０２５ ２０２６ 合計（名）

原子炉

（研究炉）設計・結
節

原子力 70 44 48 51 49 262 1,187

機械設計 152 109 116 120 28 525

電気・電子 51 45 41 44 44 225

エネルギー等 121 14 14 13 13 175

原子炉（研究炉）
運営・整備・資機
材製造

原子力 8 11 10 9 10 48 837

機械設計 94 65 143 70 69 441

電気・電子 45 44 88 46 45 268

エネルギー等 35 11 11 11 12 80

未来原子力シス
テム開発

原子力 13 7 4 7 7 38 212

機械設計 13 13 14 8 8 56

電気・電子 7 7 9 9 9 41

エネルギー等 13 １３ 16 15 15 77

原子力・放射線
安全・解体及び
廃棄物管理

原子力 66 50 31 28 30 205 712

機械設計 26 27 27 27 23 130

電気・電子 14 13 13 18 17 75

エネルギー等 83 52 62 53 52 302

合計 811 530 647 529 431 2,948 2,948

出所）2021年度原子力産業実態調査、韓国原子力産業協会、https://www.kaif.or.kr/ko/?c=157、2024年1月19日閲覧
※回答者ベース：
原子力人材の需要及び展望アンケートに回答した原子力企業（n=113）
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出所）2021年度原子力産業実態調査、韓国原子力産業協会、https://www.kaif.or.kr/ko/?c=157、2024年1月19日閲覧

社会人（在職者）教育への顕著なニーズ

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ー諸外国の産業動向・人材育成調査 ④韓国

⚫ 「原子力産業実態調査」にて実施した原子力企業を対象としたアンケート調査によると、人材関連

で最も支援が必要な分野は在職者教育（47％）であった。

⚫ 調査対象企業ら回答した人材関連で必要な支援としては、在職者教育（47.0％）との回答が最も

多い。続いて、原子力専攻者のインターンシップ支援（16.9%）、キャリア転換支援（16.5％）、退職

者キャリア転換支援（9.1％）の順である。
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出所）METI「半導体・デジタル産業戦略の方向性」

（https : //www.met i .go . jp/po l icy/mono _ info _serv ice/ joho/confere

nce/semicon _d ig i ta l /0001/03.pdf ）＜閲覧日：2024年1月19日＞

GX等で対象となる領域の概要（半導体）

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ーGX等で対象となる他産業の市場規模推移とサプライチェーン調査

⚫ 半導体の世界の売上高は40年以上拡大している一方、日本の売上高は停滞している。

⚫ 最終製品を販売するメーカーをトップとした産業構造が形成されている。

半導体業界における市場規模推移（約20年） 半導体業界における業界構造

後工程／パッケージの意思決定とモノの流れ（例：Intel）半導体の売上の推移（国内・世界）

出所）EE T imes  Japan 

（https : //eet imes. i tmedia .co . jp/ee/art ic les/2112/14/news034_5 .ht

ml? _g l=1*1a9iu7r* _ga*Mzk5ODIzNjgxLjE3MDU0NzI1MjE . * _ga _BJL

5WT3RZQ*MTcwNTQ3MjUyMS4xLjEuMTcwNTQ3MjY1OS40OC4w

LjA .#l _mm211214_nano11 . jpg&_ga=2.216489363.441099972.1

705472521-399823681.1705472521）＜閲覧日：2024年1月19日＞







Copyright © Mitsubishi Research Institute 43

出所）MRI 「洋上風力発電事業の動向と国内企業の参入可能性について」（ https : // f -wpa . jp/s i te/wp-

content/uploads/2023/03/fcfcfc6095579c5e7176ac2f295e1693.pdf ）＜閲覧日：2024年1月19日＞

【参考】GX等で対象となる領域の概要（洋上風力）

①国内外のサプライヤチェーンの動向・市場調査ーGX等で対象となる他産業の市場規模推移とサプライチェーン調査

⚫ 世界全体では、陸上風力発電の導入量は20年以上増加しており、洋上風力発電も2010年以降増

加している。

洋上風力業界における市場規模推移（約20年）

世界の洋上風力市場の推移
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②部品・素材の供給途絶対策

1. SC喪失による影響
※②供給途絶対策と③技術・人材の維持・強化の取組にて共通事項が多く、
②の内容も③の位置づけとしている。
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③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組

1. 国内の技術者教育の取り組み
2. 他産業での技術・人材の維持・強化の取組
3. 他産業での人材数算出の取組
4. 国内でのものづくり人材育成の新たな取組
5. 諸外国での技術・人材の維持・強化の取組

① 仏国
② 米国
③ 英国
④ 韓国

6. 日本国内の人材育成体制改善案の検討
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【参考】原子力技術者教育：世界原子力大学

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー国内の技術者教育の取り組み

⚫ 社会人のリーダシップ養成プログラムとして世界原子力大学が運営している夏季研修があり、約2

か月にわたって、原子力専門家からの講演や、グループディスカッションなどが行われ、リーダー

シップを養成するとともに、世界中の原子力専門家とのネットワーキングが行われる。

◼ 2003年にロンドンにて設立。

◼ グローバル化する21世紀の原子力をリードする次世代の指導者育成を目指す。

◼ 公的組織、民間組織との連携で運営。

◼ 公的：各国政府から派遣されている原子力専門家の事務局員、IAEAからの資金

◼ 民間：資金的支援に加え、運営面で協力。（教師の提供など）

【夏季研修について】

◼ 主な活動として「夏季研修（Summer Institute：SI）があり、6週間に渡って、30を超える国・地

域から100名の参加者が参加し、国際機関、各国の原子力専門家、リーダーより講義・講演を聞き、

グループディスカッションを通じて、原子力が直面する課題やその解決の方向性について英語で議

論するプログラム。

◼ 参加者との交流を通じて、今後のキャリアで役立つ「ネットワーク」を構築することも目的。

◼ 2023年の夏季研修は日本（大阪、福島、福井）で行われた。

出所）報告 世界原子力大学へいこう！、日本原子力学会誌  Vo .53,  No .7 ,  2011 ,  ht tps : //www. js tage . js t .go . jp/art ic le/ jaes jb/53/7/53 509/ pdf/ -char/ ja

2023年世界原子力大学（WNU）夏季研修、https : //www. ja i f .o r . jp/cms admin/wp -content/uploads/2023/10/part ic ipants report2023.pdf
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出所）経済産業省、 IPA、「デジタルスキル標準  ver .1 .１」、2023年8月 https : //www.met i .go . jp/po l icy/ it _po l icy/ j inza i/sk i l l _ s tandard/20230807001 -e-1 .pdf

国内におけるスキル標準化例：デジタルスキル標準（1/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー他産業での技術・人材の維持・強化の取組

⚫ DX推進のための人材の重要性を踏まえ、個人の学習や企業の人材確保・育成の指針である、デジ

タルスキル標準を経産省及びIPAが策定。

⚫ DXリテラシー標準（全ビジネスパーソンが対象）とDX推進スキル標準（DX推進人材が対象）の2

種類が定義され、その中でもDX推進スキル標準では各人材類型に沿った役割（ロール）と担う責

任を定義。 DX推進の人材類型・ロールと担う責任
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国内におけるスキル標準化例：デジタルスキル標準（2/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー他産業での技術・人材の維持・強化の取組

⚫ DX推進スキル標準において、「共通スキルリスト」が設定されており、各ロールに対して必要なス

キルを共通スキルリストから定義。

出所）経済産業省、 IPA、「デジタルスキル標準  ver .1 .１」、2023年8月 https : //www.met i .go . jp/po l icy/ it _po l icy/ j inza i/sk i l l _ s tandard/20230807001 -e-1 .pdf

共通スキルリスト
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国内におけるスキル標準化例：デジタルスキル標準（3/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー他産業での技術・人材の維持・強化の取組

⚫ 各ロール毎に担う責任と主な業務を整理。さらに、各ロールに求められるスキルのカテゴリーを細

分化し、スキル項目毎に重要度を設定。

出所）経済産業省、 IPA、「デジタルスキル標準  ver .1 .１」、2023年8月 https : //www.met i .go . jp/po l icy/ it _po l icy/ j inza i/sk i l l _ s tandard/20230807001 -e-1 .pdf

担う責任・主な業務・スキルの一例
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蓄電池業界：高校生・高専生に対する教育プログラム

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー他産業での技術・人材の維持・強化の取組

⚫ 蓄電池における人材育成の取組では学生のみならず、教員側の理解醸成を重要指標として挙げて

おり、教員に対する学習パッケージも作成。
学生と教員双方向への

教育

⁃ 学生に対してバッテリーに
ついて興味・関心を抱いて
もらうことが重要

⁃ 座学・実習を織り交ぜた教
育プログラムを実施

⁃ 特に高専生においては、よ
り実践的・専門的に学ぶ機
会が重要であり、希望する
学生へ大学・大学院生向け
プログラムの実施を検討

⁃ 教員に対する理解醸成・促
進を図るための説明会・研
修会等の取組

出所）関西蓄電池人材育成等コンソーシアム 「バッテリー人材育成の方向性」 2023年5月 https : //www.kansa i .met i .go . jp/3j iseda i/bat tery/tor imatome.pdf
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出所）九州半導体人材育成等コンソーシアム人材育成ワーキンググループ（ WG） 2022年度活動報告 2023年3月

https : //www.kyushu .met i .go . jp/se isaku/jyoho/osh i rase/230404_1 _4 .pdf

蓄電池業界：大学・大学院および社会人における教育プログラムの方向性

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー他産業での技術・人材の維持・強化の取組

⚫ 高校～大学～社会人それぞれが密接に連携するようにプログラムを策定。

✓ 部素材メーカーや装置メーカー等サプライチェーン上の中堅・中小企業に対してもヒアリングを実施中。

✓ 自社内での難しいリスキリングや各個社間の共通項の有無も含めて、産業界のニーズ整理・分析を実施。

✓ 産業界のニーズに応じて、公共職業能力開発施設のメニューとのマッチング等を行い、同施設における
研修メニューの高校・高専生向け教育プログラム活用可能性を検討

✓ 社会人に対して、産総研関西センターを中心に実施する教育プログラムの活用や、業界団体による、新
規参入企業向けの電池講習会を開催

大
学
・
大
学
院
生

社
会
人
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他業界における事例（九州半導体等コンソーシアム）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー他産業での技術・人材の維持・強化の取組

⚫ 半導体分野においては、九州半導体等コンソーシアムにて人材育成議論を先導

九州半導体等コンソーシアム 体制と活動概要

⚫ 産業界16機関、教育機関8校、行政機関11団体（内、経産省九州経済産業局、
文科省含む）

+協力機関7団体、事務局から成る。

⚫ 取組の方向性は以下3点を目的とする。

① 半導体人材育成と確保

② 企業間取引・サプライチェーンの強化

③ 海外との産業交流促進

人材育成に関する調査結果および課題

⚫ 九州の半導体産業における人材不足は、短期的にも中長期的にも年間1,000人程度になる見込み。

⚫ 不足感が大きくなる職種は、短期的にも中長期的にもオペレータ、生産技術職がメインである。（そ
の他短期的には研究開発職となっている。）

⚫ 半導体ユーザー企業の知名度が高く、半導体自体の魅力が浸透していない。

⚫ 半導体実習を実施するための施設がほとんどなく、また電気電⼦、機械、材料、化学などに渡る横

断的半導体工学の教育機会が少ない。

出所）九州半導体人材育成等コンソーシアム人材育成ワーキンググループ（ WG） 2022年度活動報告 2023年3月

https : //www.kyushu .met i .go . jp/se isaku/jyoho/osh i rase/230404_1 _4 .pdf

九州半導体等コンソーシアム
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建設に向けたものづくり現場の人材育成への取り組み

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー国内でのものづくり人材育成の新たな取組

第38回原子力小委員会
（令和6年2月20日）資料1
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メーカ・サプライヤ等協力におけるトライアル例

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー国内でのものづくり人材育成の新たな取組

第38回原子力小委員会
（令和6年2月20日）資料1
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仏国にて取り組まれている「ものづくり人材育成」の詳細(1/2）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ①仏国

⚫ 仏国では、MATCHプログラムによる課題特定・人材ギャップ分析（2023年4月）が行われる前か

ら、溶接分野やものづくり技能の育成プロジェクトが開始しており、溶接学校や電気技師育成プロ

ジェクトが始動

他分野とも協力した溶接学校の設立 電気技師アカデミーAFENプロジェクト

原子力発電所内を模擬した訓練施設訓練カタログ

◼ 特に溶接においては、海軍分野と協力して

溶接学校を設立

出所）HEFAISホームページ

◼ 原子力を専門とする電気技師育成アカデミー

◼ 職業訓練機関やOranoの訓練機関と協力

◼ 以下の4つのトレーニングコースを提供

◼ 電気技師コース

配線、接続、トラブル対応、サービスおよびメンテナンス

◼ 電気技術者研究コース

電気工学（高電流、低電流など）の分野におけるプロジェクト

の設計や研究

◼ 専門分野「原子力の技術的特異性」  

技術的特異性について教育し、安全文化を認識

◼ 専門分野「原子力の環境特異性」  

環境特異性について教育し、安全文化を認識

出所）Equansホームページ、L'AFEN : L’Académie de Formation des Electriciens du 
Nucléaire (equans.fr)
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仏国での人材育成・確保の全体取組

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ①仏国

UMN（原子力職業大学）

政府方針：EPR２の6基建設

CSFN
（原子力産業戦略委員会）

学生

ARP地域協会（５団体） Pole Emploi（職業安定所）

Gifen（仏原子力産業協会）

人材育成・確保戦略の検討

産業界の分析を指示 人材ギャップ分析を実施→

人材ギャップ分析
（今後10年間で10万人の雇用確保）の共有

◼ アクションプランを策定
◼ 訓練を集約したHP開設・運

営（個社の取組）→
◼ 高校生（技能候補者）への

アプローチ
◼ 小学生・中学生への

原子力教育

社会人（非原子力）社会人（原子力）

• 各ARPでのメンバー企業の
提供訓練を集約して提供

• 学校も紹介

情報提供

情報周知による認知→訓練参加の促進

周知活動

人材育成・確保への
取組をレビュー

高等教育・研究省

国民教育・青少年省

労働・完全雇用・
社会復帰省

エネルギー移行省

関連省庁と連携

関連省庁と連携

個社の取組

 Ineo Nuclear：AFENプログラム（電気技師

育成）

- 年間350人（原子力分野以外の社会人）が受講し、

350人中の7割がIneo Nuclearに就職し、リスキ

リングを実現

 HEFAÏS（溶接学校）

- 原子力企業（EDF、Orano）と海軍企業（Naval、

CMN）がそれぞれ出資し、溶接学校を設立。学生、

社会人（リスキリング対象者含む）を訓練
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出所）各社・業界団体資料等

⚫ 米国における原子力人材育成では、全体を包括するような戦略・協定は存在しないが、主に行政

（連邦・州）、民間企業、経済団体といった各主体によって個別で支援が行われている。

⚫ 連邦政府ではDOEとNRCがそれぞれ有する人材育成プログラムに加えて、両者が協力する大学

原子力リーダーシップ・プログラム（UNLP）が主要な人材育成イニシアティブとなっている。

米国の人材育成体制

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ②米国

米国の原子力人材育成の体制

経済団体民間企業

※凡例 連邦 州

行政（州）

DOE
（米国エネルギー省）

NRC
（原子力規制委員会）

UNLP
（大学原子力リーダーシップ・プログラム） 

行政（連邦）

DOEとNRCを包括する戦略はな
いがUNLPの策定において協力

連邦制

ワシントン州

ネブラスカ州

バージニア州

etc.

ANS
（米国原子力協会）

NEI
（原子力エネルギー協会）

NHRG
（Nuclear Human 

Resources Group）

産業団体・学会

Westinghouse

民間企業

X-Energy

NuScale

学術機関

教育プログラム
を協働で作成

WSP
（労働力戦略計画）

※NEIを中心に作成

参加
参加

参加

参加

etc.

支援

etc.
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出所）NEI  Workforce  St rateg ic  P lan ,  2023

⚫ 原子力産業における労働力の供給元としては主に、大学、短期大学、専門学校、見習い教育、軍に

よる教育の5つである。各供給元によって教育内容が異なり、技術者向けの専門教育から技能者向

けの教育まで存在する。

米国における教育分類

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ②米国

原子力産業における労働力の供給元

供給元 特徴

大学
（University）

• 原子力工学や関連する分野での教育機会を提供し、原子力産業の労働者の多くを供給
• 近年は原子力工学の単位数やプログラム数が減少傾向にある（2021年は9.7%、2020年は6.5%）

短期大学
（Community College）

• NUCPを活用してコミュニティカレッジで原子力工学を学ぶ学生が増加傾向にあるものの、NUCPを活用するコミュニティカレッジの
数自体は減少している

※NUCP（Nuclear Uniform Curriculum Program）＝NEIが提供する原子力分野の技術者のための標準的な認定プロ
グラム

専門学校
（Vocational and Trade School）

• 1980-90年代に入学者数が落ち込んだことを受け、今だ回復していない
• 熟練した職業には魅力がないと認識されてしまい、高齢の労働者（45-65歳程度）と若い労働者の人数に差が発生した

見習い教育
（Apprenticeship）

• 原子力発電所での作業のための現場固有の訓練を提供することが主要な目的
• クリーンエネルギーに関連する職業訓練に税制上の優遇措置が行われるインフレ削減法（IRA）によって支援
• 労働組合も原子力産業へ有資格者を誘導できる訓練や実習プログラムを提供
• 税制上の優遇措置を考慮して見習い教育プログラムを提供しない企業もあるため、関心のある潜在的な従業員が従事する機
会が失われているという見方もある

軍による教育
（Military）

• 軍と産業界の協定に基づき、米国海軍は民間の原子力産業に移籍する従業員を養成
• 米国人口に占める軍経験者の割合は減少している（2017年から2021年の間に、退役軍人の新規採用者は25％から19％
に減少）
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出所）NEI ,  “NEI  Workforce St rateg ic  P lan ” ,  2023

NAYGN,  “2022 NAYGN  Career  Report ” ,  2022,  ht tps : //naygn .org/wp -content/uploads/2022/06/2022 -Career-Report-FINAL.pdf  （閲覧日：

2024年3月25日）

⚫ 原子力産業の人材戦略が直面している主な問題として、①新しい人材を獲得できていないことと、

②高い離職率の2つが挙げられている。

⚫ 2つの問題には共通した原因があり、キャリアが不透明であることや、望ましいワークライフバラン

スが取れないことなど、原子力産業全体の課題によって生み出されている。

米国における原子力人材需給ギャップ分析（３/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ②米国

要因① 新しい人材を獲得できていない 要因② 高い離職率

※NAYGN＝North American Young Generation in Nuclear
※NAYGNのメンバーにメールで依頼し、864人から回答を得た結果

新規雇用
者の減少
の背景
（NEI）

獲得できない
理由

• 新規雇用者が減少している理由は、発電所の近くに住ま
なければいけないこと、キャリアが不透明なこと、原子力
発電自体に対するネガティブな姿勢、などである

新しい人材が
求める労働条
件

• 都心部に立地しているシフト制ではない職業や、望まし
いワークライフバランスが得られる職業との競争環境に
ある

• 特にコロナウイルス流行後には、在宅勤務できることが
若手労働者を引き付ける重要な要素となった

求められる対
策

• 最新のイノベーティブな職場環境の供給や透明な雇用シ
ステム、明るい組織風土、などを提供することが重要

◼ NEIによると、指摘する新規雇用者が減少している背景は新し
い人材が求めている労働条件に原子力産業が合っていないこ
とであり、職場環境や雇用システムを改善する必要があると指
摘されている。

◼ NAYGNは、高い離職率の原因はライフワークバランスが欠如
していることや不適切な人材配置、成長機会がないことなどで
あると指摘している。

原子力産業を離職する理由 割合

ライフワークバランスが欠如している 13.04%

より良い待遇を求める 11.87%

組織文化、リーダーシップの違い 11.87%

成長機会がない 11.67%

現在の役職以外に新しい機会がない 9.73%

立地 9.34%
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出所）各社・業界団体資料等

英国の人材育成体制

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ③英国

⚫ 政府では、国防・民生共同で原子力人材育成戦略を策定するための原子力スキルタスクフォースを

設置し、原子力セクター全体としての人材育成を推進。

⚫ 産業界では、人材育成に特化した産業団体として原子力スキル戦略グループを設置し、各企業の経

営陣が共同で人材育成の戦略を策定。

DESNZ
（エネルギー保障・ネットゼロ省）

NSTF
（原子力スキルタスクフォース）

NNL
（国立原子力研究所）

NIA
（原子力産業協会）

EDF energy

Rolls-Royce

産業界を代表

設置MoD
（国防省）

DfE
（教育省）

参画

NDA
（原子力廃止措置機関）

民生原子力を所掌

国防原子力を所掌

NSSG
（原子力スキル戦略グループ）

ONR
（原子力規制局）

設置

規制人材育成

支援

廃止措置人材育成

連携

参画

産業界における人材育成の中心

英国の原子力人材育成の体制

政府組織

原子力発電事業者

主要メーカー

参画

参画
民間企業

産業団体

学術団体
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出所）NSSG,  “A  scenar io -based approach to  nuc lear  workforce p lann ing”(2023) ,  （閲覧日：2024年3月26日）

https : //www.nssguk .com/wp-content/uploads/2023/12/Nuclear _Workforce _Data _Summary _20231206.pdf

DESNZ,  “C iv i l  Nuc lear :  Roadmap to  2050”(2024) ,  ( 閲覧日：2024年3月26日 ) ,  

ht tps : //assets .publ ish ing .serv ice.gov.uk/media/65c0e7cac43191000d1a457d/6.8610_DESNZ_C iv i l _Nuc lear _Roadmap_report _F ina l _We

b .pdf

英国における原子力人材需給ギャップの実施（1/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ③英国

⚫ NSSGが国防と民生でのニーズに沿った3つのシナリオにおける必要人員を分析。

⚫ 2023年時点で約8.3万人が従事する一方、政府目標に従うと、2030年時点で約12万人、

2043年時点で15万人～18万人が必要となる見込み。

2043年までに原子力分野で必要となる人材数

シナリオ 国防ニーズ 民生ニーズ

1（緑線） 高レベル 2400万kW

2（紫線） 低レベル 1600万kW

3（橙線） なし 760万kW

◼ 国防ニーズとして、AUKUS（次世代原子力潜水艦の艦
隊創設計画を含む米英豪の安全保障枠組み）の活動レ
ベルを指標化

◼ 民生ニーズとして、2050年時点原子力発電設備容量
（英国政府は2,400万kWを目標に掲げる）を指標化

◼ 必要人材数の変動は国防ニーズによる影響が大きく、
民生ニーズが与える影響は比較的小さいと評価

◼ 政府は、2024年時点ではヒンクリーポイントCの建設
があるため民生の方が国防よりも需要が旺盛であるが、
建設ピークが過ぎることで時間とともに変化すると分
析

シナリオごとの必要人材数
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英国における原子力人材需給ギャップの実施（2/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ③英国

⚫ シナリオごとに必要となる新規採用数を分析し、シナリオ2（中需要ケース）では、今後20年間にわ

たり年間18,000人±20％の新規採用が必要と評価。

⚫ 新規採用の多くは離職者補充分である一方、毎年2000人程度の新規拡大も必要と分析。

シナリオ別の必要新規採用数 必要新規採用数の内訳

◼ 各シナリオの必要人材数を満足するために必要な人員数を必要
新規採用数として評価

◼ 離職率は7.5％と設定

◼ シナリオ2の必要新規採用数を、退職者補充（Replacement）
と新規拡大（Expansion）に分けて評価

◼ 今後20年間にわたり年間18,000人±20％の新規採用が必要
◼ 新規拡大は平均年間2,000人程度であるが、国防ニーズの変動

により、大幅な拡大が必要となるタイミングが発生

シナリオごとの必要新規採用数
シナリオ2における年間必要新規採用数内訳

出所）NSSG,  “A  scenar io -based approach to  nuc lear  workforce p lann ing”(2023) ,  （閲覧日：2024年3月26日）

https : //www.nssguk .com/wp-content/uploads/2023/12/Nuclear _Workforce _Data _Summary _20231206.pdf
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英国における原子力人材需給ギャップの実施（3/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ③英国

⚫ NSSGが2023年時点での現在労働力（83,095人）と新規採用者（2,507人）のレベルについ

て、アンケート調査を実施。

⚫ 現在労働力はレベル5（短大卒相当）人材を中心とした分布となる一方で、新規採用者・徒弟制度利

用者のレベルは2～3（中等教育終了相当）と6（学士相当）が多い。

現在労働力のスキル分布 新規採用者（上）と徒弟制度利用者（下）のスキル分布

◼ 2023年時点での労働力83,095人のスキル分布 ◼ 2023年新規採用者2,507人のスキル分布

出所）NSSG,  “A  scenar io -based approach to  nuc lear  workforce p lann ing”(2023) ,  （閲覧日：2024年3月26日）

https : //www.nssguk .com/wp-content/uploads/2023/12/Nuclear _Workforce _Data _Summary _20231206.pdf
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出所）関係者ヒアリング、

エネルギー安全保障・ネットゼロ省（DESNZ） ,  “New Taskforce to  bu i ld  UK nuc lear  

sk i l l s ” (2023), （閲覧日：2024年3月26日）

https : //www.gov.uk/government/news/new -taskforce-to-bu i ld-uk-nuc lear -

sk i l l s

エネルギー安全保障・ネットゼロ省（ DESNZ） ,  “C iv i l  Nuc lear :  Roadmap to  2050”(2024) ,  

（閲覧日：2024年3月26日）

https : //assets .publ ish ing .serv ice.gov.uk/media/659fb2783308d20013

1fbe17/6 .8610 DESNZ Civ i l Nuc lear Roadmap report .pdf

行政による人材育成に関する取り組み（1/2）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ③英国

⚫ 英国では元々DESNZとMoDが別々に人材育成に取り組んでいたが、原子力セクター全体として

取り組むためにNSTFを設置し、2024年春頃に人材育成戦略を発表予定。

政府機関による支援（政策）

主体 特徴

NSTF

原子力
スキル
タスク
フォース

• 民間のNSSGに対し、NSTFは政府から委託された組織として設立
されており、国防・民生で分けるのではなく、原子力人材育成に対す
る政府のコミットメント（予算措置を含む）を示すもの。

• 往々にしてタスクフォースは現状分析・報告書作成で終わってしまい、
具体的な活動に結び付かないこともあることから、NSTFはアク
ションを生むことを重視。そのためにも、NSTFでは民間原子力部門
のCEOに協力を要請し、ステークホルダーが集まる原子力スキル執
行委員会を内部に設立。

• 従来、産業界は各社で人材募集を進ており、人材の供給源自体を厚
くするための活動がうまく機能していなかった中、原子力スキル執
行委員会を通じて各社が協力する体制を構築。
◼ 例えば、企業ごとではなく、まとめて原子力産業の徒弟制度に応

募できる「実習生ポータル」の構築などを検討。
• 既存の産業界活動を支援するほか、既存の人材育成支援政策

「Skills Bootcamp」（教育省所管）の原子力分野での活用を推進・
拡大することなどを計画中。

• 政府への提言では以下の要素に着目する見込み。
◼ 他産業からの人材流入・原子力産業内の流動性の向上
◼ 博士課程学生等の専門的・科学的原子力スキルを有する人材の

育成
◼ 原子力産業界内での協力を促し、将来のリーダー層のネットワー

クを構築
◼ 地域ハブを設立し、技能への投資を通じて原子力産業で働くこと

の社会的利益を促進するとともに就労機会を促進
◼ 産業界主導による中核的訓練カリキュアムの設計・開発

主体 特徴

DESNZ

エネルギー
安全保障・
ネットゼロ省

• 民生原子力を所掌する省庁として原子力全体の政策を策定す
る一環で人材育成を推進

• NSSGを通じて、産業界と連携しながら政策を策定
• 人材育成に対して直接的なアクションを起こすというよりも、そ

のための環境づくりが主の模様

支援領域イメージ
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出所）英国首相官邸, “PM announces  nat iona l  endeavour to  s t rengthen the UK's  nuc lear  deterrent” （2024年3月24日） ,  

h t tps : //www.gov.uk/government/news/pm -announces-nat iona l -endeavour-to-s t rengthen-the-uks-nuclear-deterrent

NDA,  “NDA group  event  fo r  indust ry  and  next  generat ion  of  nuc lear  experts” ,  

https : //www.gov.uk/government/news/nda -group-event-for- industry -and-next -generat ion-of-nuc lear-experts

NDA,  “NDA and  Magnox funded Wi l l ie  Mack ie  Sk i l l s  Hub  opens  at  Ayrsh i re  Co l lege” ,  

https : //www.gov.uk/government/news/nda -and-magnox-funded-wi l l ie-mack ie-sk i l l s -hub-opens-at-ayrsh i re-col lege

行政による人材育成に関する取り組み（2/2）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ③英国

⚫ 政府は2030年までに原子力分野で4万人の新規雇用を目指す。

⚫ NDAが廃止措置分野の人材育成に向けて大学や研究プログラム等に資金を提供。地域振興策の

一環として、大学等と連携し、地域コミュニティの人材育成にも投資。

主体 特徴

NDA

原子力
廃止措
置機関

• 廃止措置に関連する学問を学ぶ博士課程学生に奨学金を提供
• 2024年2月末に、廃止措置における最先端研究を共有する学術・

産業研究フォーラムを実施
• 大学に資金を提供し、スキル・ハブの設置を支援
◼ NDAから約50万ポンド（約9,200万円）の資金提供を受けたエ

アシャー・カレッジが2023年9月に、ウィリー・マッキー・スキル
ズ・ハブを設立

◼ 小中学生、大学生、企業、住民がSTEM職業技能訓練を受ける機
会を提供

◼ 廃止措置に必要な熟練した労働力の供給に寄与するほか、地域
支援の意図も込められる

政府機関による支援（資金提供）

主体 特徴

政府

• 2024年3月24日付けで国防分野を中心に、政府から3億ポン
ド以上、民間から4億ポンド以上を2030年までに原子力人材
育成へ投資することを発表するなど、大規模な推進政策を発表

• 2030年までに原子力分野で4万人の新規雇用を目指し、
8000人分のキャリア機会創出、学生・実習生の2倍化、関連分
野の博士4倍化を狙う。

支援領域イメージ
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出所）NC ｆNウェブサイト（閲覧日：2024年3月26日） ,  h t tps : / /www.ncfn.ac .uk/

学界・教育機関による人材育成に関する取り組み

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ③英国

⚫ 大学やカレッジ（専門学校）が産業界と連携してNational College for Nuclear（NCｆN）を

運営し、人材育成を実施。

主体 特徴

NCfN

原子力
ナショナル
カレッジ

• 国内の原子力技能を標準化することを目的に2016年に設立さ
れた、英国内各地に拠点を有する認定教育プロパイダのネット
ワーク

• 受講者はどこで学んでも統一的に認定された技能教育課程を受
けることが可能

• 徒弟制度における教育機関の選択肢としても機能
• 19歳未満の受講は基本的に無料（国費負担）で、19歳以上は金

銭支援を受けられる
• 産業界と教育機関の連携によって運営されており、レイクスカ

レッジ、カンブリア大学、ブリッジウォーター・タントンカレッジ、ブ
リストル大学、EDF社、セラフィールド社が出資

• 連携企業のメリットとして、教育・職業訓練を受けた即戦力人材の
獲得、原子力分野を十分に理解した人材の獲得による配属効率
化、NCｆNが保証する教育課程の提供、資格の国家標準化などが
挙げられている

教育機関による支援

支援領域イメージ
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出所）関係者ヒアリング、NSSG,  “DEVELOPING SKILLS  INTERVENTIONS” ,  https : //www.nssguk .com/sk i l l s -act iv it ies/task-and-f in ish/

Nuc lear  Dest inat ionウェブサイト（閲覧日：2024年3月27日）、https : //www.dest inat ionnuc lear .com/

産業界による人材育成に関する取り組み

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ③英国

⚫ NSSGが中心となり、必要となる人材の分析や、育成に向けた戦略等を策定

⚫ 大規模キャンペーン「Nuclear Destination」を通じて幅広い層に原子力産業を宣伝

主体 特徴

NSSG

原子力
スキル戦略
グループ

• 従来は産業界内で様々な組織体が乱立していた中、人材育成に
ついて産業界全体で取り組むための一義的な組織として設立

• 戦略策定の次のステップである実現段階へ移行することを目指
し、2024年4月からNSDG（Nuclear Skills Delivery 
Group）へ発展する予定

• 協力・牽引・投資・深化の4分野に分けて、産業界大での人材育成
発展プログラムを13種類計画、資金を調達し、実施

• 産業界と政府との連携を通じて原子力産業で必要となる技能を
提供することを目的とした内部組織「Task and Finish 
group」が技能プログラムを提供するほか、重要な課題11個を
特定
◼ 溶接プログラム

作業員、技術者、エンジニアの全体的な高齢化・多様性欠如・
人材不足に対応するため、高度な溶接技術の訓練を実施

◼ 放射線防護グループ
熟練専門家の潜在的な不足に対応するため、放射線防護専
門職への就職を促進

◼ プロジェクト計画・管理グループ
原子力セクター全体で同分野の人材不足が潜在的な懸念事
項として認識されており、それに対応するため、訓練、キャリ
アパス、魅力発信、キャリア構築などを推進

産業団体による支援

主体 特徴

Nuclear 
Destination
（産業界全体）

• 学生・他産業社会人問わず、原子力産業に就業しようとする
人の絶対数を増やすことが課題とされていたことから、原子
力産業の魅力や実態を広く宣伝することを目的に、インター
ネット、広告、ラジオなどで宣伝する産業大での大規模キャン
ペーンとして実施

• リスキリングや他産業人材活用にむけた投資も実施

支援領域イメージ
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出所）EDFエナジー社、”Young HPC” （閲覧日：2024年2月12日） ,

h t tps : //www.edfenergy.com/energy/nuc lear -new-bui ld-pro jects/h inkley -po int -c/for - teachers -s tudents-and-educators/young-hpc

Ro l ls -Royce社、”  Ro l ls -Royce Submar ines  opens  Nuc lear  Sk i l l s  Academy” （閲覧日：2024年3月27日）

https : //www.ro l ls - royce .com/media/press -re leases/2022/26 -09-2022-rr -submar ines -opens-nuc lear-sk i l l s -academy.aspx

民間企業による人材育成に関する取り組み

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ③英国

⚫ 徒弟制度を利用した人材育成を中心とし、更に各企業が独自の育成の場を提供

民間企業による支援

主体 特徴

EDF energy

• 建設中のヒンクリーポイントCに関する人材育成を積極
的に実施

• 徒弟制度により、1000人以上の実習生に訓練の機会
を提供

• 3万人に研修機会を提供し、地元企業の参画を支援
• 溶接、電気、機械の3分野における新設を含めて、教育・

研修・雇用に2,400万ポンド（約44億円）を投資
• キャリアを中断していた技術者の復職を支援する

「STEMリターナーズプログラム」と提携し、フルタイム
職員を募集

事業：Young HPC
• 就労を希望する若年層（16～21歳）にスキル獲得の機

会を提供する場

Rolls-
Royce 

submarines

事業：Nuclear Skills Academy
• 徒弟制度の一環として、原子力潜水艦建造に関する技

能を学ぶ場を提供
• 各年度200名を受入れ（初年度応募者1200人以上）
• 教育プログラムはダービー大学とNCｆNが認証
• ダービー市議会など地元からの支援や、教育機関から

の支援を受けながら実施

支援領域イメージ
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出所）  「エネルギー人材育成ロードマップ及び新規事業説明会」、韓国エネルギー技術評価院、

https : //www.ketep.re .kr/brdartcl /boardart ic leView.do?srch menu nix=K1pFN2z2&brd id=BDIDX VvtQm45cO6zrQzSJTFNDn3&cont id

x=595

韓国における原子力人材育成の政策動向

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 2030年までにエネルギー産業における専門性を有する人材2万人以上の育成を目標に、原子力

を含む14の有望なエネルギー産業分野における中長期戦略ロードマップを策定。

主要政策におけるエネルギー人材育成の内容
エネルギー人材育成中長期戦略ロードマップ

（2023年8月策定）

新政府国政課題
（2022/5）

• エネルギー需給安定性及び新産業を先
導する専門人材育成

• 需要に合わせた教育拡大、地域拠点大
学院育成

新政府
エネルギー
政策方向
（2022/7）

• 民間需要に基づいた現場問題解決型人
材育成

• 太陽光・風力産業エコシステム競争力確
保のための専門人材育成

• エネルギー公社連携事業化及び専門人
材拡充

産業部業務報告
（2022/12）

• 原子力エコシステム完全正常化のため
の原子力人材育成

• 5大エネルギー産業（水素・海上風力・
CCUS・高効率資機材・蓄電）人材育成

第10次
電力需給
基本計画
（2023/1）

• 原子力拡大による原子力分野人材育成
• 太陽光、風力、ESS等、変動制関連分野

のエネルギー関連分野のエネルギー専
門人材育成が必要

3大戦略 9大課題

企業需要
カスタマイズ型
技術人材育成

1. 14の有望分野別技術開発及び人材育成
ロードマップ策定

2. 現場需要を反映したエネルギー人材育成
事業拡大

3. エネルギー産業業務情報提供プラット
フォーム構築

地域エネルギー
産業連携型
地域人材育成

4. 地域別エネルギー産業人材需給策定
5. 地域機関間協力を通した地域人材供給

体制構築
6. 地域エネルギー産業人材育成協議体構

成・運営

グローバル
競争力を備えた
重要人材育成

7. 海外市場ターゲット型輸出人材育成
8. 海外市場進出型人材流入
9. 現地ネットワーク及びDB構築

ビジョン エネルギー革新を先導するエネルギー専門人材育成

目標
2030年までエネルギー産業発展を先導するエネル
ギー産業専門人材2万人（+α）の育成
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出所）  「エネルギー人材育成ロードマップ及び新規事業説明会」、韓国エネルギー技術評価院、

https : //www.ketep.re .kr/brdartcl /boardart ic leView.do?srch _menu_n ix=K1pFN2z2&brd_ id=BDIDX_VvtQm45cO6zrQzSJTFNDn3&cont _ id

x=595

韓国による需給ギャップ分析実施の計画（1/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 企業の需要に基づく技術人材育成のため、教育プログラムや人材需給マッチング支援を産学連携

で実施予定。

推進課題 区分 詳細 産 学 官

1. 14の有望分野別技術開発
及び人材育成ロードマップ
策定

新規 技術開発及び人材育成のロードマップ策定（2023/8）
〇 〇 〇

2. 現場需要を反映したエネル
ギー人材育成事業拡大

拡大 • 2023年、高レベル放射性廃棄物＋リスコミ管理（ソウル大）等を16か所推進中
• 2023年、原子力未来技術、原子力連携水素・熱生産等の融合教育のための「次世代

原子炉融合大学院」推進中（2030年まで修士・博士140名以上）
〇

新規 産業界需要基盤の原子力IP（知的財産権）、水素IP確保連携の大学院中心のR&D遂行、
教育プログラム開発・運営（2030年まで修士・博士420名以上）

〇

拡大 原子力、水素、効率、イノベーションベンチャー等の協会・団体の教育プログラムを通した
分野別従業員専門性強化

〇

新規 公社の教育課程・講師を活用、理工専門者対象現場特性化教育の活性化（2030年まで
学士330名以上）

〇

新規 エネルギー総合案内書配布（2023/5）及び企業-大学間の実務交流会開催 〇 〇

新規 公社の教育課程・講師を活用した現場特性化教育活性化 〇

拡大 エネルギー産業求人情報提供プラットフォーム支援拡大 〇 〇

3. エネルギー産業業務情報提
供プラットフォーム構築

新規 職務能力モデル（NCS）基盤の大学の人材育成カリキュラム開発支援 〇 〇

拡大 採用博覧会、採用フォーラム開催支援 〇 〇 〇

企業需要カスタマイズ型技術人材育成
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出所）「エネルギー人材育成ロードマップ及び新規事業説明会」、韓国エネルギー技術評価院、

https : //www.ketep.re .kr/brdartcl /boardart ic leView.do?srch _menu_n ix=K1pFN2z2&brd_ id=BDIDX_VvtQm45cO6zrQzSJTFNDn3&cont _ id

x=595

韓国による需給ギャップ分析実施の計画（２/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 研究・起業・人材育成システム構築及び地域産業に適したエネルギー人材を育成し、地域エネルギー

産業エコシステムの発展への寄与を期待。

推進課題 区分 詳細 産 学 自

4. 地域別エネルギー産業人材
需給策定

新規 地域別エネルギー産業の人材需給マップ構築・提供
〇 〇 〇

5. 地域機関間協力を通した地
域人材供給体制構築

拡大 原子力を含む重点産業を中心に、地域大学とエネルギー産業融合・複合団地間の協力を
強化（現場実習-起業連携教育強化） 〇 〇 〇

新規 • 産業体・自治体・大学が参加して地域人材を育成するエネルギー技術共有大学プラッ
トフォーム（ETU）構築

• 段階的拡大推進（2024年2つ→2025年4つ→2026年7つ以上）
〇 〇 〇

新規 ETUと融合・複合団地を活用した地域青年起業拡散 〇 〇 〇

6. 地域エネルギー産業人材育
成協議体構成・運営

新規 地域エネルギー産業イノベーション人材育成委員会の構成・運営
〇 〇 〇

地域エネルギー産業連携型地域人材育成
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出所）  「エネルギー人材育成ロードマップ及び新規事業説明会」、韓国エネルギー技術評価院、

https : //www.ketep.re .kr/brdartcl /boardart ic leView.do?srch menu nix=K1pFN2z2&brd id=BDIDX VvtQm45cO6zrQzSJTFNDn3&cont id

x=595

韓国による需給ギャップ分析実施の計画（3/3）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 海外市場進出型人材育成の新規導入、グローバル技術先導機関との協力強化により、エネルギー産

業の内需・輸出競争力強化を期待。

グローバル競争力を備えた重要人材育

推進課題 区分 詳細 産 学 官

7. 海外市場ターゲット型輸出
人材育成

新規 現地経験蓄積型「輸出特化人材育成プログラム」新設（原子力・水素分野でモデル事業を
推進）
• 国内

大学：エネルギー政策、国際通商、認証等、輸出特性化プログラム開発
企業：輸出用資機材等の設計・製造研究開発実施

• 海外：優秀な学生の短期採用・派遣を通して輸出実務経験蓄積

〇 〇

拡大 海外大学・研究機関とのMOU締結を通して、エネルギー分野グローバルネットワーク拡大
（2023年18か国67機関→2025年20か国80機関）

〇 〇 〇

新規 「韓米理工分野青年特別交流イニシアチブ」を通してエネルギー技術STEM分野交流 〇 〇 〇

8. 海外市場進出型人材流入

拡大 エネルギーイノベーション研究センターの拡大（2023年10分野→2025年14分野
→2027年18分野） 〇 〇 〇

拡大 エネルギー産業輸出及び協力対象国の公務員・企業役員を対象に、国内の修士・博士課程
支援を拡大（2021～2025年、118名以上）

〇 〇 〇

9. 現地ネットワーク及びDB構
築

新規 SMR、水素等のエネルギー新産業分野のグローバル融合人材育成のため、米国、オースト
ラリアに「エネルギー産業協力センター」設立を検討

〇 〇 〇

拡大 グローバル市場進出支援のための国家・産業・企業類型別の海外事業情報を提供 〇 〇
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出所）原子力エコシステム支援事業「事業概要」、原子力企業支援センター、

https : //n isp .kr/?c=178

2024原子力企業支援事業統合説明会発表資料(1/2)、韓国原子力産業協会、

https : //www.ka if .or .k r/ko/ko/%C1%DF%C1%F8%B0%F8,%20%

BF%F8%C0%FC%20%C7%F9%B7%C2%20%F1%E9%D0%EA%20

%C1%F6%BF%F8%20%BA%BB%B0%DD%C8%AD?c=193&s=&g

p=2&gbn=v iewok&ix=28242

産業団体と政府連携によるサプライヤ支援事業（1/５）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 国内原子力産業エコシステムの仕事不足、人材離脱等による困難を解消し、原子力エコシステムの

未来競争力強化を支援。

ビジョン 原子力エコシステム復元と原子力産業の能力強化

推進課題

【退職者・在職者能力強化を通した原子力産業専門能力向
上】
• 原子力基礎、原子炉実務及び次世代有望分野教育実

施
• 高熟練経歴人材と新規進入人材再就職支援
• 在職者・退職者・原子力企業間の求人求職支援
• 原子力現場人材育成院教育インフラ及び教育システ

ム基盤造成支援

【優秀人材供給を通した人的能力強化で原子力産業競争
力向上】
• 企業・学校間の人的需給管理体制構築、運営
• 企業の優秀人材確保と生産性・競争力向上
• 専攻性の原子力産業進出誘導及び就職連携支援、現

場経験提供

【原子力企業競争力強化による原子力産業再跳躍とエコ
システム活力向上】
• 原子力企業重要能力強化と再跳躍資金支援
• 企業経営安定化、事業化支援及び広報能力向上
• 仕事、人材、売上減からの原子力企業回復支援

【SMR分野進出のための企業事業化能力強化】
• SMR関連機関の保有技術資機材活用体制の構築
• 企業のSMR進出能力把握、成果物活用性向上
• SMR関連機関と参加企業間の技術的協力体制構築

推進内容

【退職者・在職者能力強化支援】
• 能力強化教育180名
• 再就職支援100名
• 原子力現場人材養成院教育支援（技能人材）

【専攻者インターンシップと正社員転換支援】
• 正社員転換80名（インターンシップ115名）

【原子力企業能力強化支援】
• 再跳躍40社、経営安定化15社、回復支援8社

【SMR産業エコシステム基盤造成支援】
• SMR基盤造成支援20社

原子力エコシステム支援事業概要
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出所）原子力エコシステム支援事業「事業概要」、原子力企業支援センター、 https :/ /n isp .kr/?c=178 

産業団体と政府連携によるサプライヤ支援事業（2/５）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 産業通商資源部（MOTIE）予算の下、韓国原子力産業協会（KAIF）が主管。

⚫ 現政府の主要国政課題である原子力産業エコシステム活性化と競争力強化のため、2024年原子

力企業支援事業を実施中。原子力エコシステム支援事業もその一つとして25％規模拡大。

原子力エコシステム支援事業組織

産業通商資源部
（MOTIE）

韓国原子力産業協会
（KAIF）

エネルギー技術評価院
（KETEP）

原子力企業支援センター
企業支援チーム

人材支援 企業支援

専攻者インターンシップ
及び正社員転換

退職者・在職者能力強化 原子力企業能力強化
SMR産業エコシステム

基盤造成

専担機関

主管機関

事業統括
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出所） 24年度予算及び基金運用計画事業説明資料、産業通商資源部、

https : //www.mot ie.go .kr/kor/art ic le/ATCL3f70bb6cf/45/v iew?mno=&pageIndex=1&rowPageC=0&displayAuthor=&schClear=on&sta

rtDtD=&endDtD=&searchCondit ion=1&searchKeyword=

産業団体と政府連携によるサプライヤ支援事業（３/５）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 産業通商資源部（MOTIE）2024年予算案及び基金運用計画案は11兆5,188億ウォンで、原子

力基盤造成事業のうち、原子力エコシステム支援事業予算は約112億ウォン。

2024年原子力エコシステム支援事業予算

MOTIE

予算案及び基金運用計画案：11兆5,188億ウォン
• 予算：9兆651億ウォン
• 基金：2兆4,537億ウォン

➢ 電力基金：2兆1,189億ウォン
➢ 産業技術振興及び事業化促進基金：1,129億ウォン
➢ 放射性廃棄物管理基金：2,218億ウォン

原子力産業政策局 9兆8,303億ウォン
• 電力基金：5,397億ウォン
• 放射性廃棄物管理基金：9兆2,906億ウォン

電力基金 電力産業基盤造成事業：1,422億ウォン
• 原子力エコシステム支援事業：112億ウォン
• SMR製作支援センター構築事業：2億ウォン
• 原子力エコシステム金融支援事業：1,000憶ウォン
• 原子力輸出保証：250億ウォン
• 原子力資機材前払金保証保険支援：58億ウォン
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出所）2024原子力企業支援事業統合説明会発表資料 (1/2)、韓国原子力産業協会、

https : //www.ka if .or .k r/ko/ko/%C1%DF%C1%F8%B0%F8,%20%BF%F8%C0%FC%20%C7%F9%B7%C2%20%F1%E9%D0%EA%20%C1%F6

%BF%F8%20%BA%BB%B0%DD%C8%AD?c=193&s=&gp=2&gbn=v iewok&ix=28242

産業団体と政府連携によるサプライヤ支援事業（４/５）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 原子力エコシステム支援事業予算は約112億ウォンのうち、退職者・在職者能力強化支援予算が

3,210百万ウォン、専攻者インターンシップ・正社員転換支援予算が1,668百万ウォン。

退職者・在職者能力強化支援

⚫ 事業期間：2024年1月～2024年12月
⚫ 事業予算：3,210百万ウォン

➢ 再就職支援：2,160百万ウォン
➢ 能力強化教育：1,050百万ウォン

⚫ 事業内容
➢ 再就職支援（100名）

• 月400万ウォン/人を最大6か月間支援
➢ 能力強化教育

• 原子力基礎、実務、有望分野等分野別教
育運営（180名）：453百万ウォン

• 原子力現場人材育成院：597百万ウォン

専攻者インターンシップ・正社員転換支援

⚫ 事業期間：2024年1月～2024年12月
⚫ 事業予算：1,668百万ウォン

➢ 人件費補助：1,410百万ウォン
➢ 現場実務研修：258百万ウォン

⚫ 事業内容
➢ インターン採用（115名）：792百万ウォン、最大

80％を最大4か月間補助
• 学士以下：210万ウォン以上
• 修士：250万ウォン以上
• 博士：350万ウォン以上

➢ 正社員転換（80名）：617.4百万ウォン、最大
60％を最大6か月間補助
• 学士以下：210万ウォン以上
• 修士：250万ウォン
• 博士：350万ウォン

➢ 現場研修（60名）：258百万ウォン、43百万
ウォン以内/回
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出所）2024原子力企業支援事業統合説明会発表資料 (1/2)、韓国原子力産業協会、

https : //www.ka if .or .k r/ko/ko/%C1%DF%C1%F8%B0%F8,%20%BF%F8%C0%FC%20%C7%F9%B7%C2%20%F1%E9%D0%EA%20%C1%F6

%BF%F8%20%BA%BB%B0%DD%C8%AD?c=193&s=&gp=2&gbn=v iewok&ix=28242

産業団体と政府連携によるサプライヤ支援事業（５/５）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 原子力エコシステム支援事業予算は約112億ウォンのうち、原子力企業能力強化支援予算が

4,800百万ウォン、SMR産業エコシステム基盤造成支援予算が1,000百万ウォン。

原子力企業能力強化支援

⚫ 事業期間：2024年1月～2024年12月
⚫ 事業予算：4,800百万ウォン

➢ 再跳躍：4,800百万ウォン
➢ 経営安定化：450百万ウォン
➢ 原子力企業回復支援：80百万ウォン

⚫ 事業内容
➢ 再跳躍：100百万ウォン/社

• 企業別のキー技術を保有しているにもか
かわらず、製品化・事業化・市場進出を妨
げる要因を解消するための技術改善支援

➢ 経営安定化： 30百万ウォン/社
• 原子力分野企業の技術以外の経営改善と

革新に要される費用を支援

SMR産業エコシステム基盤造成支援

⚫ 事業期間：2024年1月～2024年12月
⚫ 事業予算：1,000百万ウォン

➢ 人件費補助：1,410百万ウォン
➢ 現場実務研修：258百万ウォン

⚫ 事業内容
➢ 支援分野別上限：最大62.5百万ウォン以内

（100％）
➢ 政府支援金の割合：最大50百万ウォン以内

（80％）
➢ 企業負担金の割合：最大12.5百万ウォン以内

（20％）
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出所）人材育成運営状況、韓国電力技術、https : //www.kepco -enc .com/porta l /contents .do?key=1297

電気事業者による人材育成に関する取り組み（1/2）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 韓国電力技術（KEPCO E&C）は、職級別社内教育と外部委託教育を提供する対内教育と、外部

顧客のニーズに合わせた教育訓練プログラムを開発・提供する対外教育がある。

対内教育 対外教育

種類 内容

新入社員訓練
• 韓国電力技術の新入社員を対象として、職場入門教育、

構成員一体化教育、共通電算教育とOJT教育、現場見
学、電算教育、技術教育の6段階で、約5か月間実施

職務教育訓練
• 技術職と管理職において、時期別に4段階に分けて務

遂行に必要な専門教育を提供

次世代リーダー
及びグローバル
専門家育成

• 経営者向け及び大学・大学院向けの長期委託教育と、
国内外の留級学位過程を提供

国内外専門機関
委託教育

• 国内外専門機関による教育を年間約250件実施
（2016年現在）

グローバル語学
力量強化教育

• on-off line語学教育、電話英語教育、４：１／２：１集
中英語教室、社内英語教室（会話、Technical 
Writing等）を提供

人文教育 • 感性コミュニケーション講義、読書通信教育を提供

種類 内容

Power 
Engineering 

School

• 大学2・3年生対象の現場体験学習プログラムで、原子
力とプラント一般について、夏・冬休みに2回ずつ会社
負担で実施

協力会社
技術教育

• 原子力・機械・配管・計測制御・土木/建築分野の協力会
社所属職員を対象として、共通（原子力・火力一般）、配
管等7の技術分野設計等について、受講生負担で実施

エンジニアリン
グOpen Class
（受託教育）

• 電力グループ会社等の設計/建設関連技術分野職員を
対象として、プラント機会と配管分野、電気と制御分野
設計等について、受講生負担で実施

大学生実務実習
教育

• 大学生を対象として、原子力一般、設計技術一般等の
理論及び部署実習等を、休み期間中の4週間コースで
会社負担で実施

原発認証・検証
技術教育

• 原子力発電所の部品・設備供給関連中小企業を対象と
して、原子力発電所設計概念・安全文化・認証・検証に
ついて、3日間、年に4回政府支援を受けて実施
（2016/4/6～2019/9/30）
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出所）韓国水力原子力人材開発院、https : //www.khnp.co .kr/human/ index.do

電気事業者による人材育成に関する取り組み（2/2）

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 韓国水力原子力人材開発院は、職務分野別専門家とグローバル人材育成、エネルギー新産業分野

教育への拡大を目指している。

本院教育 教育訓練部教育

eラーニング正規過程

種類 内容

職務力量
（191過程）

• 社員を対象として、化学・品質・整備技術・原子力安全・
放射線・発電・炉心/燃料等18分野において、基本・実
務・専門課程の流れで、教育を提供

共通力量
（40過程）

• 社員を対象として、DREAM設備管理等の職務共通と、
原子力安全文化専門家育成等の共通力量に関する教
育を提供

リーダーシップ
（15過程）

• 社員を対象として、職級別リーダーシップ基本教育と
深化教育を提供

グローバル
（20過程）

• 社員を対象として、WANO PEER REVIEW等の国
際ビジネスと、Meeting Minutes Writing等の外
国語教育を提供

同伴成長
（24過程）

• 中小企業在職者向けの原子力品質保証一般関連等の
職務向上訓練を提供するコンソーシアム、協力会社等
の職員向けの原子力安全文化専門家育成関連等の受
託教育を提供

種類 内容

職務力量
（261過程）

• 社員を対象として、原子力系統基礎・設備等の基本過
程、発電現場実務等の運転過程、MCR要員育成やRO
免許実技等の特殊過程、機械・電気・計測等の技術運
営過程に分けて提供

種類 内容

職務力量
（172過程）

• 社員を対象として、化学・品質・整備技術・原子力安全・
放射線・発電・炉心/燃料等17分野において、基本・実
務・専門課程の流れで、教育を提供

共通力量
（60過程）

• 社員を対象として、統合保安教育等の法定必須と、人
事労務等の一般家庭に関する教育を提供

リーダーシップ
（4過程）

• 社員を対象として、原子力発電所本部長等における
リーダーシップ教育を提供

グローバル
（53過程）

• 社員を対象として、Basic Mechanics１等グローバ
ル関連の教育を提供

デジタルコンテ
ンツ

• 社員を対象として、シミュレーション実習等のデジタル
コンテンツ教育を提供

自己啓発
• 社員とその家族を対象として、外国語、人文経営分野

における自己啓発教育を提供

※協力会社職員向けのeランニング教育は必要に応じて開設
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出所）人材像・教育体制、韓国原子力研究院、https : //www.kaer i . re .kr/board?menuId=MENU00424

国研による人材育成に関する取り組み

③サプライヤの技術・人材の維持・強化の取組ー諸外国での技術・人材の維持・強化の取組 ④韓国

⚫ 韓国原子力研究院は職員の効率的な力量開発のため、KAERI-ACE(KAERI Atomic 

Community of Education)教育訓練体制を構築して運営している。

KAERI-ACE

種類 内容

原子力コミュニ
ケーション力量

強化

• 社員を対象として、原子力共感、Writing & 
Speech教育等等の共通教育を実施

法定必須
• 社員を対象として、放射線作業従事者教育、放射能防

災要員／非防災要員教育等を実施

リーダーシップ
力量強化

• 社員を対象として、新入社員教育＆メンタリング、昇
格者リーダーシップ教育等等を実施

先進原子力技術
及びデジタル
融合力量強化

• 社員を対象として、デジタル転換（DT）力量強化教育、
研究倫理／研究費管理／研究保安／成果管理教育等
を実施

個人力量開発
• 社員を対象として、退職予定者教育、進路設計教育等

を実施









































































































































































































































 































































 

原子力発電に
関する政策立案

原子力発電以外の
分野（核燃料サイクル
等）における政策立案
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（様式２）

頁 図表番号
3

4

5

6

6

7

9

20

24

31

32

32

34

39

40

40

41

41

42

42

42

43

45

51

52

53

55

56

57

59

59

63

64

65

67

67

人材に関する包括的な支援体制

訓練カタログ、原子力発電所内を模擬した訓練施設

（UMNの訓練を集約したHP）

(Gifenの人材ギャップ分析)

九州半導体等コンソーシアム　

半導体分野の取組

電池セル製造能力の目標

後工程／パッケージの意思決定とモノの流れ（例：Intel）

DX推進の人材類型・ロールと担う責任

共通スキルリスト

担う責任・主な業務・スキルの一例

教育コンテンツパッケージ（案）、教員向け研修パッケージ（案）

教育コンテンツ（案）

国内の航空機の生産額・修理額の推移

X-エナジー社 高温ガス炉

（原子力人材育成ネットワーク・ANECの取り組み）

（世界の原子力設備容量予測、世界の原子力市場予測の図）

規格に係る動向

徒弟制度における内訳

サプライチェーンの需給見通し

二次利用未承諾リスト

令和5年度原子力の利用状況等に関する
調査（国内外における原子力政策・産
業動向調査等）

令和5年度原子力の利用状況等に関する
調査（国内外における原子力政策・産
業動向調査等） 調査報告書

株式会社三菱総合研究所

日本の航空機・エンジンのサプライヤー構造概念図

国内の洋上風力発電の市場規模予測

洋上風力発電機の産業構造

国内の風力関連とその他の従業員(2017 年度) 

世界の洋上風力市場の推移

（米国・フランスの図）

新規採用者における内訳

原子力産業分野の人材推移

国内の定置用蓄電システム導入量実績（ストック）

半導体の売上の推移（国内・世界）

徒弟制度利用者・新規採用者のレベル

別添1「震災後の国内原子力産業に関する調査・分析」

高温ガス炉における多様な熱利用のイメージ

タイトル
電源別ライフサイクル温室効果ガス排出量（二酸化炭素換算）

米国における設備利用率の推移

（SRZ-1200の図)

高温ガス炉＋水素製造（イメージ）
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72

72

74

74

75

75

78

80

81

82

85

86

86

87

87

109

図表タイトルが本文中にないものは()内で内容を記載

(UNLPの支援）

原子力産業従事者の年齢構成

各分野で供給される労働者数の変化率

米国原子力業界の雇用数(2050年)

原子力発電所に携わる労働者数の予測

原子力発電業界で求められる人材

原子力人材の雇用難易度

2023年時点での労働力83,095人のスキル分布

2023年新規採用者2,507人のスキル分布

技術者、技能者の教育課程（想定）

シナリオ2における年間必要新規採用数内訳

民間企業による支援

Pathways to Nuclear 原子力専門家による紹介動画

NEDHOのHP上の原子力工学プログラムのリスト（2023、一部のみ）

シナリオごとの必要人材数

シナリオごとの必要新規採用数


